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先行審査プラントの記載との比較表（Ⅵ-2-1-14 機器・配管系の計算書作成の方法） 

  

実線・・設備運用又は体制等の相違（設計方針の相違） 

波線・・記載表現，設備名称の相違（実質的な相違なし） 

・・補正時からの変更箇所 

 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機  備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 比較表において，相違理由を類型化したものについて以下にまとめて記載する。下記以外の相違については，備考欄に相違理由を記載する。 

相違 No. 相違理由 

① 
記載の相違 

・島根２号機では，型式名称をＪＥＡＧ４６０１に記載の名称に合わせる。 

② 
記載の相違 

・島根２号機では，他の項目との整合を考慮して，機能維持評価に用いる評価用加速度を「機能維持評価用加速度」と記載する。 

③ 
記載の相違 

・島根２号機では，記号の説明において，直接許容応力を規定する箇所を参照し「設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値」とする。 

④ 
記載の充実 

・島根２号機では，記載を充実させるため，精度は，有効数字 6桁以上確保する旨具体的に記載する。 

⑤ 
記載の充実 

・島根２号機では，設計上定める値が小数点以下第 1位の場合を考慮して表示桁を具体的に記載する。 

⑥ 
記載の適正化 

・島根２号機では，表現の適正化のため，剛体，剛構造など用語を適切に使い分ける。 

⑦ 

記載の充実 

・島根２号機では，記載を充実させるため，機能維持評価用加速度として基準地震動Ｓｓにより定まる加速度又はこれを上回る加速度を設定する旨具体的に記載す

る。 

また，構造強度評価等に用いる設計震度についても同様に記載する。 

⑧ 
記載の充実 

・島根２号機では，記載を充実させるため，評価に適用する「設計用震度Ⅰ」又は「設計用震度Ⅱ」を具体的に記載する。 

⑨ 
記載の充実 

・島根２号機では，記載を充実させるため，フォーマットにボルト外径欄を追加し，同欄にボルトサイズも記載する。 

⑩ 

記載の相違 

・島根２号機では，機能維持評価用加速度として基準地震動Ｓｓにより定まる加速度又はこれを上回る加速度を設定するため，機能維持評価用加速度は 1.0ZPA で

ある旨記載しない。 

⑪ 
記載の充実 

・島根２号機では，記載を充実させるため，評価諸元を記載する図に，自重の記載を追加する。 

⑫ 
記載の相違 

・島根２号機では，他の項目との整合を考慮して，加振試験により機能維持を確認した加速度を「機能確認済加速度」と記載する。 
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

比較表において，相違理由を類型化したものについて以下にまとめて記載する。下記以外の相違については，備考欄に相違理由を記載する。 

⑬ 
記載の相違 

・島根２号機では，耐震評価フローにおいて，振動試験で固有周期を求める項目を他の項目との整合性を考慮して「固有周期」と記載する。

⑭ 
記載の充実 

・島根２号機では，記載を充実させるため，壁掛形設備の転倒方向は，5.1 項に注記を用いて定義し，注記に合わせた転倒方向を記載する。

⑮ 
記載の相違 

・島根２号機では，試験体をハンマ等で強制加振する打振試験を含む表現として「自由振動試験」と記載する。

⑯ 

記載の相違 

・島根２号機では，振動試験により固有周期が求められていない設備に対する方針を，物理量に対して主に適用する”同等”を用いて，構造が同等な〇〇〇に対す

る振動試験より算定された固有周期を使用する旨記載する。

⑰ 
設計方針の相違 

・島根２号機では，壁掛形設備の設計用地震力は，設置床上下階のいずれか大きい方を用いる。

⑱ 
記載の充実 

・島根２号機では，記載を充実させるため，加振試験により確認した加速度を用いる旨を個別計算書に記載する。

⑲ 
記載の相違 

・島根２号機では，評価の諸元となる外形図は，評価単位で記載せず，耐震計算書の最終ページに集約した記載とする。

⑳ 
記載の充実 

・島根２号機では，正面方向及び側面方向転倒に対する評価時の要目のうち，重心からの距離及びボルトの本数をそれぞれの転倒方向に分けて記載する。

2



東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

Ⅵ-2-1-14 機器・配管系の計算書作成の方法 
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

目次 

添付資料-1 横形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方

針 

添付資料-2 立形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方

針 

添付資料-3 スカート支持たて置円筒形容器の耐震性についての

計算書作成の基本方針 

添付資料-4 横置一胴円筒形容器の耐震性についての計算書作成

の基本方針 

添付資料-5 平底たて置円筒形容器の耐震性についての計算書作

成の基本方針 

添付資料-6 管の耐震性についての計算書作成の基本方針 

添付資料-7 計装ラックの耐震性についての計算書作成の基本方

針 

添付資料-8 計器スタンションの耐震性についての計算書作成の

基本方針 

添付資料-9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針 

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

島根２号機では，型式

名称をＪＥＡＧ４６０

１に記載の名称に合わ

せる 

（以下①の相違） 
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先行審査プラントの記載との比較表（Ⅵ-2-1-14 機器・配管系の計算書作成の方法 添付資料-1 横形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針） 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

添付資料-1 横形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方

針 

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

①の相違
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

目次 

1. 概要

2. 一般事項

2.1 評価方針 

2.2 適用規格・基準等 

2.3 記号の説明 

2.4 計算精度と数値の丸め方 

3. 評価部位

4. 構造強度評価

4.1 構造強度評価方法 

4.2 設計用地震力 

4.3 計算方法 

4.4 応力の評価 

5. 機能維持評価

5.1 動的機能維持評価方法 

6. 耐震計算書のフォーマット
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

1. 概要

本資料は，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」に基づき，耐震性に関

する説明書が求められている横形ポンプ（耐震重要度分類Ｓクラ

ス又はＳｓ機能維持の計算を行うもの）が，十分な耐震性を有し

ていることを確認するための耐震計算の方法について記載したも

のである。解析の方針及び減衰定数については，Ⅵ-2-1-6「地震

応答解析の基本方針」に従うものとする。 

なお，本基本方針は横形ブロワ及びファンにも適用する（その場

合は，ポンプをブロワ又はファンと読み替える。）。 

ただし，本基本方針が適用できない横形ポンプにあっては，個別

耐震計算書にその耐震計算方法を含めて記載する。 

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

①の相違

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

①の相違

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

①の相違
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

2. 一般事項

2.1 評価方針 

横形ポンプの応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて

設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3. 評

価部位」にて設定する箇所に作用する設計用地震力による応力等

が許容限界内に収まることを，「4. 構造強度評価」にて示す方法

にて確認することで実施する。また，横形ポンプの機能維持評価

は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した動的機器の機

能維持の方針に基づき，機能維持評価用加速度が機能確認済加速

度以下であることを，「5. 機能維持評価」にて示す方法にて確認

することで実施する。確認結果を「6. 耐震計算書のフォーマッ

ト」にて示す。

横形ポンプの耐震評価フローを図 2－1に示す。 

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

①の相違

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

①の相違

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

 島根２号機では，他の

項目との整合を考慮し

て，機能維持評価に用い

る評価用加速度を「機能

維持評価用加速度」と記

載する 

（以下②の相違） 

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

 島根２号機では，他の

項目との整合を考慮し

て，加振試験により機能

維持を確認した加速度

を「機能確認済加速度」

と記載する 

（以下⑫の相違） 

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

①の相違
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：図 2－1における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

図 2－1 横形ポンプの耐震評価フロー 

2.2 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 Ｊ

ＥＡＧ４６０１・補-1984（(社)日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（(社)

日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追

補版（(社)日本電気協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（(社)日本機械学会，

2005/2007）（以下「設計・建設規格」という。） 

・記載の相違

【東海第二】 

②の相違

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

①の相違
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：記号の説明における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

2.3 記号の説明 

・記載の相違

【東海第二】 

島根２号機では，記号

の説明において，直接許

容応力を規定する箇所

を参照し「設計・建設規

格 SSB-3121.1(1)に定

める値」とする 

（以下③の相違） 

・記載の相違

【東海第二】 

島根２号機では，回転

数（単位 rpm）で示す 
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：表 2－1における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

2.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－1に示すとおりである。 

表 2－1 表示する数値の丸め方 

3. 評価部位

横形ポンプの耐震評価は「4.1 構造強度評価方法」に示す条件に

基づき，耐震評価上厳しくなる基礎ボルト及び取付ボルトについ

て評価を実施する。 

4. 構造強度評価

4.1 構造強度評価方法 

(1) 横形ポンプは構造的に 1個の大きなブロック状をしており，

重心の位置がブロック状のほぼ中心にあり，かつ，下面が基礎ボ

ルトにて固定されている。

したがって，全体的に一つの剛体と見なせるため，固有周期は十

分に小さく，固有周期の計算は省略する。 

(2) ポンプ及び内容物の質量は重心に集中するものとする。

(3) 地震力はポンプに対して水平方向及び鉛直方向から作用す

るものとする。 

(4) ポンプは基礎ボルトで基礎に固定されており，固定端とす

る。 

・記載の充実

【東海第二】 

 島根２号機では，記載

を充実させるため，精度

は，有効数字 6桁以上確

保する旨具体的に記載

する 

（以下④の相違） 

・記載の充実

【東海第二】 

島根２号機では，設計

上定める値が小数点以

下第 1 位の場合を考慮

して表示桁を具体的に

記載する 

（以下⑤の相違） 

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

①の相違

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

①の相違
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

(5) 転倒方向は図 4－1 概要図における軸直角方向及び軸方向に

ついて検討し，計算書には計算結果の厳しい方（許容値／発生値

の小さい方をいう。）を記載する。 

(6) 設計用地震力はⅥ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方

針」に基づき設定する。 

なお，横形ポンプは剛体として扱うため，設置床面の最大応答加

速度の 1.2 倍の値を用いて評価する。 

(7) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

図 4－1 概要図 

4.2 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」

による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」

に基づき設定する。 

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

①の相違

・記載の適正化

【東海第二，柏崎７】 

島根２号機では，表現

の適正化のため，剛体，

剛構造など用語を適切

に使い分ける 

（以下⑥の相違） 
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

4.3 計算方法 

4.3.1 応力の計算方法 

4.3.1.1 ボルトの計算方法 

ボルトの応力は地震による震度，ポンプ振動による震度及びポン

プ回転により作用するモーメントによって生じる引張力とせん断

力について計算する。 

図 4－2(1) 計算モデル 

（軸直角方向転倒－1 (1－Ｃｐ－Ｃｖ)≧0 の場合） 

図 4－2(2) 計算モデル 

（軸直角方向転倒－2 (1－Ｃｐ－Ｃｖ)＜0 の場合） 
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：各図における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

図 4－3(1) 計算モデル 

（軸方向転倒－1 (1－Ｃｐ－Ｃｖ)≧0 の場合） 

・設備構成の相違

【東海第二】 

島根２号機では，該当

する評価対象がない 
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

図 4－3(2) 計算モデル 

（軸方向転倒－2 (1－Ｃｐ－Ｃｖ)＜0 の場合） 

図 4－3(3) 計算モデル 

（軸方向転倒－3 軸方向の重心位置が，両端のボルトの間にな

い場合で(２ｉ＋１ｉ)／(２ｉ－１ｉ)≧(Ｃｖ＋Ｃｐ)の場合） 

図 4－3(4) 計算モデル 

（軸方向転倒－4 軸方向の重心位置が，両端のボルトの間にな

い場合で(２ｉ＋１ｉ)／(２ｉ－１ｉ)＜(Ｃｖ＋Ｃｐ)の場合） 
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

(1) 引張応力

ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 4－2及び図 4

－3 で最外列のボルトを支点とする転倒を考え，これを片側の最

外列のボルトで受けるものとして計算する。 

なお，ポンプと原動機のベースが共通である場合の基礎ボルト（ｉ

＝1）及び計算モデル図 4－3 の場合のボルト（ｉ＝1～4）につい

ては，ポンプ回転によるモーメントは作用しない。 

引張力 

計算モデル図 4－2(1)及び 4－3(1)の場合の引張力 

計算モデル図 4－2(2)及び 4－3(2)の場合の引張力 

計算モデル図 4－3(3)の場合の引張力 

16



東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

計算モデル図 4－3(4)の場合の引張力 

ここで，ポンプ回転により作用するモーメントＭｐは次式で求め

る。 

ただし，ベースが共通でポンプと原動機間に減速機がある場合，

ポンプ及び減速機取付ボルト（ｉ＝2及び 4）における（4.3.1.1.9）

式中のＮはポンプ回転数とする。 

また，Ｃｐはポンプ振動による振幅及び原動機の同期回転数を考慮

して定める値で，次式で求める。 

引張応力 

ここで，ボルトの軸断面積Ａｂｉは次式により求める。 

ただし，Ｆｂｉが負のときボルトには引張力が生じないので，引張

応力の計算は行わない。 

・記載の相違

【東海第二】 

島根２号機では，回転

数（単位 rpm）で示す 
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

(2) せん断応力

ボルトに対するせん断力はボルト全本数で受けるものとして計算

する。 

せん断力 

せん断応力 

4.4 応力の評価 

4.4.1 ボルトの応力評価 

4.3.1.1 項で求めたボルトの引張応力σｂｉは次式より求めた許容

引張応力 ƒｔｓｉ以下であること。ただし，ƒｔｏｉは下表による。 

せん断応力τｂｉはせん断力のみを受けるボルトの許容せん断応

力 ƒｓｂｉ以下であること。ただし，ƒｓｂｉは下表による。 
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

5. 機能維持評価

5.1 動的機能維持評価方法 

機能維持評価用加速度と機能確認済加速度との比較により，地震

時又は地震後の動的機能維持を評価する。 

機能維持評価用加速度は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの

作成方針」に基づき，基準地震動Ｓｓにより定まる加速度又はこ

れを上回る加速度を設定する。 

機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」による。 

なお，この適用形式を外れる場合は，加振試験等に基づき確認し

た加速度を用いることとし，個別計算書にその旨を記載する。 

6. 耐震計算書のフォーマット

横形ポンプの耐震計算書のフォーマットは，以下のとおりである。 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

フォーマットⅠ 設計基準対象施設としての評価結果

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果

〔重大事故等対処設備単独の場合〕 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果＊

注記＊：重大事故等対処設備単独の場合は，設計基準対象施設及

び重大事故等対処設備に示すフォーマットⅡを使用する

ものとする。ただし，評価結果表に記載の章番を「2.」か

ら「1.」とする。 

・記載の相違

【東海第二】 

②の相違

・記載の充実

【東海第二，柏崎７】 

 島根２号機では，記載

を充実させるため，機能

維持評価用加速度とし

て基準地震動Ｓｓによ

り定まる加速度又はこ

れを上回る加速度を設

定する旨具体的に記載

する 

また，構造強度評価等

に用いる設計震度につ

いても同様に記載する 

（以下⑦の相違） 

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

①の相違
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

○Ａ記載の充実 

【東海第二，柏崎７】 

⑦の相違

○Ｂ記載の充実 

【東海第二，柏崎７】 

 島根２号機では，記載

を充実させるため，評価

に適用する「設計用震度

Ⅰ」又は「設計用震度Ⅱ」

を具体的に記載する 

（以下⑧の相違） 

○Ｃ記載の充実 

【東海第二】 

島根２号機では，記載

を充実させるため，フォ

ーマットにボルト外径

欄を追加し，同欄にボル

トサイズも記載する

（以下⑨の相違） 

○Ｄ記載の相違 

【東海第二】 

 島根２号機では，地震

時の影響を受けないポ

ンプ回転により作用す

るモーメントＭｐにつ

いて弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度と基

準地震動Ｓｓを分けず

に記載する 

○Ｅ記載の相違 

【東海第二】 

 島根２号機では，予想

最大両振幅及び回転数

は他の記載との整合を

考慮して記号を用いて

記載する 

○Ｅ
○Ｅ

○Ｄ

○Ｃ

○Ｂ
○Ａ
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

 

○Ａ記載の相違 

【東海第二】 

②の相違

○Ｂ記載の充実 

【東海第二，柏崎７】 

⑦の相違

○Ｃ記載の充実 

【東海第二，柏崎７】 

⑧の相違

○Ｄ記載の相違 

【東海第二，柏崎７】 

 島根２号機では，機能

維持評価用加速度とし

て基準地震動Ｓｓによ

り定まる加速度又はこ

れを上回る加速度を設

定するため，機能維持評

価用加速度は 1.0ZPA で

ある旨記載しない 

（以下⑩の相違） 

○Ａ

○Ｃ
○Ｂ

 

○Ａ
○Ｄ
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

○Ａ記載の相違 

【柏崎７】 

 島根２号機では，重大

事故等対処設備単独の

場合の注記は 6．項に記

載しており，改めてフォ

ーマットに記載しない 

（その他比較結果はフ

ォーマットⅠと同様で

あるため，記載を省略す

る） 
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

（比較結果はフォーマ

ットⅠと同様であるた

め，記載を省略する） 
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

○Ａ記載の充実 

【東海第二】 

島根２号機では，記載

を充実させるため，評価

諸元を記載する図に，自

重の記載を追加する 

（以下⑪の相違） ○Ａ ○Ａ

○Ａ
○Ａ
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先行審査プラントの記載との比較表（Ⅵ-2-1-14 機器・配管系の計算書作成の方法 添付資料-2 立形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針） 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

添付資料-2 立形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方

針 

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

①の相違
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

目次 
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5. 機能維持評価

5.1 動的機能維持評価方法 
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

1. 概要

本資料は，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」に基づき，耐震性に

関する説明書が求められている立形ポンプ（耐震重要度分類Ｓク

ラス又はＳｓ機能維持の計算を行うもの）が，十分な耐震性を有

していることを確認するための耐震計算の方法について記載した

ものである。 

解析の方針及び減衰定数については，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の

基本方針」に従うものとする。 

ただし，本基本方針が適用できない立形ポンプにあっては，個別

耐震計算書にその耐震計算方法を含めて記載する。 

2. 一般事項

2.1 評価方針 

立形ポンプの応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて

設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3. 評

価部位」にて設定する箇所において，「4.2 固有周期の計算」で

算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界

内に収まることを，「4. 固有値解析及び構造強度評価」にて示す

方法にて確認することで実施する。また，立形ポンプの機能維持

評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した動的機器

の機能維持の方針に基づき，機能維持評価用加速度が機能確認済

加速度以下であることを，「5. 機能維持評価」にて示す方法にて

確認することで実施する。確認結果を「6. 耐震計算書のフォー

マット」に示す。

立形ポンプの耐震評価フローを図 2－1に示す。 

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

①の相違

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

①の相違

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

①の相違

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

①の相違

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

②の相違

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

⑫の相違

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

①の相違
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：図 2－1における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

図 2－1 立形ポンプの耐震評価フロー 

2.2 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 Ｊ

ＥＡＧ４６０１・補-1984（(社)日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（(社)

日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補

版（(社)日本電気協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（(社)日本機械学会，

2005/2007）（以下「設計・建設規格」という。） 

・記載の相違

【東海第二】 

 島根２号機では，有限

要素法モデルの作成を

含めて「解析モデル設

定」と記載する 

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

②の相違

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

① の相違

28



：記号の説明における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

2.3 記号の説明 

・記載の相違

【東海第二】 

 島根２号機では，サポ

ート及びサポート取付

ボルトの評価が必要な

場合は，個別耐震計算書

に記号の説明を記載す

る 

・記載の相違

【東海第二】 

③の相違

・記載の相違

【東海第二】 

 島根２号機では，回転

数（単位 rpm）で示す 
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：記号の説明における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

（比較のため，前頁の同

表を再掲する） 

・記載の相違

【東海第二】 

 島根２号機では，サポ

ート及びサポート取付

ボルトの評価が必要な

場合は，個別耐震計算書

に記号の説明を記載す

る 
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：記号の説明における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

・記載の充実

【東海第二】 

 島根２号機では，水平

方向及び鉛直方向の固

有周期を記載する 

・記載の相違

【東海第二】 

 島根２号機では，サポ

ート及びサポート取付

ボルトの評価が必要な

場合は，個別耐震計算書

に記号の説明を記載す

る 
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：表 2－1における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

2.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－1に示すとおりである。 

表 2－1 表示する数値の丸め方 

3. 評価部位

立形ポンプの耐震評価は「4.1 固有値解析及び構造強度評価方

法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳しくなる基礎ボルト，取

付ボルト並びにバレルケーシング及びコラムパイプについて評価

を実施する。また，海水ポンプのように，コラムパイプ端部をサ

ポートで水平方向の支持をする場合には，サポート取付用基礎ボ

ルトについて評価を実施する。

4. 固有値解析及び構造強度評価

4.1 固有値解析及び構造強度評価方法 

立形ポンプの固有値解析及び構造評価に用いる解析モデルの作成

条件を以下に示す。 

(1) ポンプは基礎ボルトで基礎に固定されており，固定端とす

る。 

(2) ポンプは原動機も含めて多質点モデルにてモデル化し，軸と

ケーシングとを分け軸受部をばねで接続した複列式多質点モデル

とする。 

・記載の充実

【東海第二】 

④の相違

・記載の充実

【東海第二】 

⑤の相違

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

①の相違

・記載の充実

【柏崎７】 

島根２号機では，コラ

ムパイプ端部をサポー

トで水平方向の支持を

する場合の評価部位を

具体的に記載する 

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

①の相違
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：図 4－1における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

(3) モデル化に際しては，原動機，ポンプ及び内容物の質量は各

質点に集中するものとする。 

(4) 下部サポートは鉛直方向にスライドできるものとし，水平方

向の地震力を受けるものとする。 

(5) 地震力はポンプに対して水平方向及び鉛直方向から作用す

るものとする。 

(6) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

(7) 固有値解析及び地震応答解析に用いる解析コードは「ＭＳ

Ｃ ＮＡＳＴＲＡＮ」とする。 

図 4－1 概要図 

4.2 固有周期の計算 

立形ポンプの固有周期について，「4.1 固有値解析及び構造強度

評価方法」に基づき作成した解析モデルにより計算する。 

4.3 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」

による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」

に基づき設定する。 

・記載の充実

【東海第二】 

 島根２号機では，水平

方向の地震力のみを受

ける理由を記載する 

・記載の充実

【東海第二】 

 島根２号機では，共通

的に使用する解析コー

ドを記載する 

・記載の相違

【柏崎７】 

代表的な概要図の相

違 

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

①の相違
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

4.4 計算方法 

4.4.1 応力の計算方法 

4.4.1.1 ボルトの計算方法 

図 4－2 計算モデル 

ボルトの応力は地震による震度，ポンプ振動による震度及びポン

プ回転により作用するモーメントによって生じる引張力とせん断

力について計算する。 

なお，転倒モーメント並びにせん断力は，水平方向には設計震度

とポンプ振動による震度の合計を考慮し，鉛直方向には設計震度

と自重を考慮した地震応答解析により算出する。 

(1) 引張応力

ボルトに対する引張力は転倒支点から正比例した力が作用するも

のとし，最も厳しい条件として転倒支点から最も離れたボルトに

ついて計算する。 

引張力 
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

ここで，Ｍｉは地震応答解析により求める。 

また，Ｃｐはポンプ振動による振幅及び原動機の同期回転数を考慮

して定める値で，次式で求める。 

引張応力 

ここで，ボルトの軸断面積Ａｂｉは次式により求める。 

ただし，Ｆｂｉが負のときボルトには引張力が生じないので，引張

応力の計算は行わない。 

(2) せん断応力

ボルトに対するせん断力はボルト全本数で受けるものとして計算

する。なお，基礎ボルト（ｉ＝1）については，ポンプ回転による

モーメントは作用しない。

せん断力 

せん断力は地震応答解析により求めるＱｂｉ及びポンプ回転によ

り作用するモーメントＭｐを考慮して求める。 

せん断応力 

ここで，ポンプ回転により作用するモーメントＭｐは次式で求め

る。 
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

4.4.1.2 バレルケーシング及びコラムパイプの計算方法 

バレルケーシング及びコラムパイプの応力は次式により求める。 

(1) 水平方向地震力による応力

多質点モデルを用いて応答計算を行い，得られた各部に働くモー

メントにより，曲げ応力は以下のようになる。

(2) 鉛直方向地震による応力

(3) 内圧による応力

以上の(1)～(3)の各応力から，一次一般膜応力は 

一次応力は一次一般膜応力と同じになるので省略する。 

・記載の相違

【東海第二】 

 島根２号機では，サポ

ート及びサポート取付

ボルトの評価が必要な

場合は，個別耐震計算書

に計算方法を記載する 
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：各図における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

4.5 応力の評価 

4.5.1 ボルトの応力評価 

4.4.1.1 項で求めたボルトの引張応力σｂｉは次式より求めた許容

引張応力 ƒｔｓｉ以下であること。ただし，ƒｔｏｉは下表による。 

せん断応力τｂｉはせん断力のみを受けるボルトの許容せん断応

力 ƒｓｂｉ以下であること。ただし，ƒｓｂｉは下表による。 
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：各表における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

4.5.2 バレルケーシング及びコラムパイプの応力評価 

4.4.1.2 項で求めた応力が最高使用温度における許容応力Ｓａ以

下であること。ただし，Ｓａは下表による。 

一次応力の評価は算出応力が一次一般膜応力と同じ値であるので

省略する。 

・記載の相違

【東海第二】 

 島根２号機では，サポ

ート及びサポート取付

ボルトの評価が必要な

場合は，個別耐震計算書

に計算方法を記載する 
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

5. 機能維持評価

5.1 動的機能維持評価方法 

機能維持評価用加速度と機能確認済加速度との比較により，地震

時又は地震後の動的機能維持を評価する。 

機能維持評価用加速度は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの

作成方針」に基づき，基準地震動Ｓｓにより定まる加速度又はこ

れを上回る加速度を設定する。なお，水平方向の機能維持評価用

加速度はコラム先端（原動機にあっては軸受部）の応答加速度又

は設置床の最大応答加速度のいずれか大きい方とする。 

機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」による。 

なお，この適用形式を外れる場合は，加振試験等に基づき確認し

た加速度を用いることとし，個別計算書にその旨を記載する。 

6. 耐震計算書のフォーマット

立形ポンプの耐震計算書のフォーマットは，以下のとおりである。 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

フォーマットⅠ 設計基準対象施設としての評価結果

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果

〔重大事故等対処設備単独の場合〕 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果＊

注記＊：重大事故等対処設備単独の場合は，設計基準対象施設及

び重大事故等対処設備に示すフォーマットⅡを使用する

ものとする。ただし，評価結果表に記載の章番を「2.」

から「1.」とする。 

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

②の相違

・記載の充実

【東海第二，柏崎７】 

⑦の相違

・記載の充実

【東海第二，柏崎７】 

 島根２号機では，水平

方向の機能維持評価用

加速度を具体的に記載

する。 

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

①の相違
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

○Ａ記載の充実 

【東海第二，柏崎７】 

⑦の相違

○Ｂ記載の充実 

【東海第二，柏崎７】 

⑧の相違

○Ｃ記載の充実 

【東海第二】 

⑨の相違

○Ｄ記載の相違 

【東海第二】 

 島根２号機では，予想

両振幅及び回転数は他

の項目との整合を考慮

して記号を用いて記載

する 

○Ｄ

○Ｃ

○Ｂ
○Ａ

 

○Ｄ
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

○Ａ記載の相違 

【東海第二，柏崎７】 

 島根２号機では，水平

方向及び鉛直方向の固

有周期を記載する 

○Ａ
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

○Ａ記載の相違 

【東海第二，柏崎７】 

②の相違

○Ｂ記載の充実 

【東海第二，柏崎７】 

⑦の相違

○Ｃ記載の充実 

【東海第二，柏崎７】 

⑧の相違

○Ｄ記載の相違 

【東海第二，柏崎７】 

⑩の相違

○Ａ
○Ｄ

○Ｂ
 ○Ｃ

○Ａ
42



東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

○Ａ記載の相違 

【東海第二】 

 島根２号機では，材料

番号で識別する 
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

（比較結果はフォーマ

ットⅠと同様であるた

め，記載を省略する） 
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

（比較結果はフォーマ

ットⅠと同様であるた

め，記載を省略する） 

○Ａ
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

（比較結果はフォーマ

ットⅠと同様であるた

め，記載を省略する） 
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

・記載の相違

【東海第二】 

 島根２号機では，材料

番号で識別する 
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

・記載の相違

【東海第二】 

 島根２号機では，個別

耐震計算書に適切な形

状を図示するため，注記

を記載しない 
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先行審査プラントの記載との比較表（Ⅵ-2-1-14 機器・配管系の計算書作成の方法 添付資料-3 スカート支持たて置円筒形容器の耐震性についての計算書作成の基本方針） 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

添付資料-3 スカート支持たて置円筒形容器の耐震性についての

計算書作成の基本方針 
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 
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：図 2－1における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

1. 概要

本資料は，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」に基づき，耐震性に

関する説明書が求められているスカート支持たて置円筒形容器

（耐震重要度分類Ｓクラス又はＳｓ機能維持の計算を行うもの）

が，十分な耐震性を有していることを確認するための耐震計算の

方法について記載したものである。 

解析の方針及び減衰定数については，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の

基本方針」に従うものとする。 

ただし，本基本方針が適用できないスカート支持たて置円筒形容

器にあっては，個別耐震計算書にその耐震計算方法を含めて記載

する。 

2. 一般事項

2.1 評価方針 

スカート支持たて置円筒形容器の応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維

持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限

界に基づき，「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 固

有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等

が許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法

にて確認することで実施する。確認結果を「6. 耐震計算書のフ

ォーマット」にて示す。 

スカート支持たて置円筒形容器の耐震評価フローを図 2－1 に示

す。 

図 2－1 スカート支持たて置円筒形容器の耐震評価フロー 

・記載の相違

【東海第二】 

 島根２号機では，「理

論式による固有周期」と

記載する 
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

2.2 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 Ｊ

ＥＡＧ４６０１・補-1984（(社)日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（(社)

日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補

版（(社)日本電気協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（(社)日本機械学会，

2005/2007）（以下「設計・建設規格」という。） 
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：記号の説明における先行審査プラントの記載との主な相違

点
東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

2.3 記号の説明 

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

 島根２号機では，ｄを

「基礎ボルトの呼び径」

と記載する 

・記載の相違

【東海第二】 

③の相違
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 
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：表 2－1における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

2.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－1に示すとおりである。 

表 2－1 表示する数値の丸め方 

3. 評価部位

スカート支持たて置円筒形容器の耐震評価は「5.1 構造強度評価

方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳しくなる胴，スカート

及び基礎ボルトについて評価を実施する。 

・記載の充実

【東海第二】 

④の相違

・記載の充実

【東海第二】 

⑤の相違
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

4. 固有周期

4.1 固有周期の計算方法 

スカート支持たて置円筒形容器の固有周期の計算方法を以下に示

す。 

(1) 計算モデル

モデル化に当たっては次の条件で行う。

a. 容器及び内容物の質量は重心に集中するものとする。

b. 容器はスカートで支持され，スカート下端のベースプレート

を円周上等ピッチの多数の基礎ボルトで基礎に固定されており，

固定端とする。 

c. 胴とスカートをはりと考え，変形モードは曲げ及びせん断変

形を考慮する。 

d. スカート部材において，マンホール等の開口部があって補強

をしていない場合は，欠損の影響を考慮する。 

e. 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

本容器は，前記の条件より図 4－1に示す下端固定の 1質点系振動

モデルあるいは下端固定上端支持の 1 質点系振動モデルとして考

える。 

図 4－1 固有周期の計算モデル 

(2) 水平方向固有周期

a. 下端固定の場合

曲げ及びせん断変形によるばね定数ＫＨは次式で求める。 
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

ここで，スカートの開口部（図 4－2参照）による影響を考慮し，

胴及びスカートの断面性能は次のように求める。 

胴の断面性能は次式で求める。 

スカートの断面性能は次式で求める。

スカート開口部の水平断面における最大円周長さは次式で求め

る。 

（図 4－2及び図 4－3参照） 

したがって，固有周期は次式で求める。 

図 4－2 スカート開口部の形状 

図 4－3 スカート開口部の水平断面における最大円周長さ 
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

b. 下端固定上端支持の場合

重心の位置に水平方向の荷重Ｑが作用したときに上端の支持部に

生じる反力Ｑ′は，図 4－4に示すように荷重Ｑ及び反力Ｑ′によ

る上端の変位量δとδ’が等しいとして求める。 

図 4－4 下端固定上端支持の場合の変形モデル 

図 4－4の(1)の場合 

図 4－4の(2)の場合 

（4.1.8）式と（4.1.9）式を等しく置くことにより， 
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

したがって，図 4－4の(3)に示す重心位置での変位量δ０は図 4－

4 の(1)及び(2)の重心位置での変位量の重ね合わせから求めるこ

とができ，ばね定数ＫＨは次式で求める。 

固有周期は（4.1.7）式により求める。 

(3) 鉛直方向固有周期

軸方向変形によるばね定数ＫＶは，次式で求める。 

したがって，固有周期Ｔｖは次式で求める。 
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

5. 構造強度評価

5.1 構造強度評価方法 

4.1(1)項 a.～e.のほか，次の条件で計算する。概要図を図 5－1

に示す。 

(1) 地震力は容器に対して水平方向及び鉛直方向から作用する

ものとする。 

図 5－1 概要図 

5.2 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」

による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」

に基づき設定する。 

5.3 計算方法 

5.3.1 応力の計算方法 

応力計算における水平方向と鉛直方向の組合せについて，静的地

震力を用いる場合は絶対値和を用いる。動的地震力を用いる場合

は，絶対値和又はＳＲＳＳ法を用いる。 

5.3.1.1 胴の計算方法 

(1) 静水頭又は内圧による応力

静水頭による場合（鉛直方向地震時を含む。） 
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

内圧による場合 

(2) 運転時質量及び鉛直方向地震による応力

胴がスカートと接合する点を境界として，上部には胴自身の質量

による圧縮応力が，下部には下部の胴自身の質量と内容物の質量

による引張応力が生じる。 

下部の胴について 

上部の胴について 

(3) 水平方向地震による応力

水平方向の地震力により胴はスカート接合部で最大となる曲げモ

ーメントを受ける。この曲げモーメントによる軸方向応力と地震

力によるせん断応力は次のように求める。 

a. 下端固定の場合

b. 下端固定上端支持の場合
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

(4) 組合せ応力

(1)～(3)によって求めた胴の応力は以下のように組み合わせる。 

a. 一次一般膜応力

(a) 組合せ引張応力

ここで， 

(b) 組合せ圧縮応力

σｘｃが正の値（圧縮側）のとき，次の組合せ圧縮応力を求める。 

ここで， 

したがって，胴の組合せ一次一般膜応力の最大値は，絶対値和，

ＳＲＳＳ法それぞれに対して， 

とする。 

一次応力は一次一般膜応力と同じ値になるので省略する。 
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

b. 地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値

(a) 組合せ引張応力

ここで， 

(b) 組合せ圧縮応力

ここで， 

したがって，胴の地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変

動値の最大値は，絶対値和，ＳＲＳＳ法それぞれに対して， 

とする。 

5.3.1.2 スカートの計算方法 

(1) 運転時質量及び鉛直方向地震による応力

スカート底部に生じる運転時質量及び鉛直方向地震による圧縮応

力は次式で求める。 
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

(2) 水平方向地震による応力

水平方向の地震力によりスカートに作用する曲げモーメントによ

り生じる軸方向応力及び水平方向地震力によるせん断応力は次の

ように求める。 

a. 下端固定の場合

ここで， 

b. 下端固定上端支持の場合

軸方向応力は（5.3.1.2.3）式で表されるが，曲げモーメントＭｓ

は次のＭｓ１又はＭｓ２のいずれか大きい方の値とする。 

(3) 組合せ応力

組合せ応力は次式で求める。 
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

5.3.1.3 基礎ボルトの計算方法 

(1) 引張応力

基礎に作用する転倒モーメントＭｓは下端固定の場合，

（5.3.1.2.5）式を，下端固定上端支持の場合は（5.3.1.2.6）式

又は（5.3.1.2.7）式のいずれか大きい方を用いる。 

転倒モーメントが作用した場合に生じる基礎ボルトの引張荷重と

基礎部の圧縮荷重については，荷重と変位量の釣合い条件を考慮

することにより求める（図 5－2参照）。 

以下にその手順を示す。 

a. σｂ及びσｃを仮定して基礎ボルトの応力計算における中立

軸の荷重係数ｋを求める。 

b. 基礎ボルトの応力計算における中立軸を定める角度αを求め

る。 

図 5－2 基礎の荷重説明図 
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

c. 各定数ｅ，ｚ，Ｃｔ及びＣｃを求める。

d. 各定数を用いてＦｔ及びＦｃを求める。

基礎ボルトに引張力が作用しないのは，αがπに等しくなったと

きであり，（5.3.1.3.3）式及び（5.3.1.3.4）式においてαをπに

近づけた場合の値ｅ＝0.75 及びｚ＝0.25 を（5.3.1.3.7）式又は

（5.3.1.3.9）式に代入し，得られるＦｔの値によって引張力の有

無を次のように判定する。 

Ｆｔ≦0ならば引張力は作用しない。 

Ｆｔ＞0ならば引張力が作用しているので次の計算を行う。 
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

e. σｂ及びσｃを求める。

ここで， 

σｂ及びσｃが a項にて仮定した値と十分に近似していることを確

認する。この場合のσｂ及びσｃを基礎ボルトと基礎に生じる応力

とする。 

(2) せん断応力

a. 下端固定の場合

b. 下端固定上端支持の場合
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

5.4 応力の評価 

5.4.1 胴の応力評価 

5.3.1.1 項で求めた組合せ応力が胴の最高使用温度における許容

応力Ｓａ以下であること。ただし，Ｓａは下表による。 

一次応力の評価は算出応力が一次一般膜応力と同じ値であるので

省略する。 

5.4.2 スカートの応力評価 

(1) 5.3.1.2 項で求めたスカートの組合せ応力が許容引張応力

ƒｔ以下であること。 

ただし，ƒｔは下表による。 

(2) 圧縮膜応力（圧縮応力と曲げによる圧縮側応力の組合せ）は

次式を満足すること。 

（座屈の評価） 
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

ここで，ƒｃは次による。 

ただし，φ１(ｘ)は次の関数とする。 

また，ƒｂは次による。 

ただし，φ２(ｘ)は次の関数とする。 
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

ηは安全率で次による。 

5.4.3 基礎ボルトの応力評価 

5.3.1.3 項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた

許容引張応力 ƒｔｓ以下であること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断

応力 ƒｓｂ以下であること。ただし，ƒｓｂは下表による。 
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

6. 耐震計算書のフォーマット

スカート支持たて置円筒形容器の耐震計算書のフォーマットは，

以下のとおりである。 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

フォーマットⅠ 設計基準対象施設としての評価結果

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果

〔重大事故等対処設備単独の場合〕 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果＊

注記＊：重大事故等対処設備単独の場合は，設計基準対象施設及

び重大事故等対処設備に示すフォーマットⅡを使用する

ものとする。ただし，評価結果表に記載の章番を「2.」

から「1.」とする。 
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

○Ａ記載の充実 

【東海第二，柏崎７】 

⑦の相違

○Ｂ記載の充実 

【東海第二，柏崎７】 

⑧の相違

○Ｃ記載の充実 

【東海第二】 

⑨の相違

○Ｄ記載の充実 

【東海第二】 

⑪の相違

○Ｅ記載の充実 

【東海第二】 

 島根２号機では，注記

を用いて使用する温度

条件を記載する 

○Ａ
 ○Ｂ

○Ｄ

○Ｃ

○Ｅ
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

○Ａ記載の相違 

【柏崎７】 

 島根２号機では，留意

事項を記載しない  
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

○Ａ記載の充実 

【東海第二，柏崎７】 

⑦の相違

○Ｂ記載の充実 

【東海第二，柏崎７】 

⑧の相違

○Ｃ記載の充実 

【東海第二】 

⑨の相違

○Ｄ記載の充実 

【東海第二】 

⑪の相違

○Ｅ記載の充実 

【東海第二】 

 島根２号機では，注記

を用いて使用する温度

条件を記載する 

○Ａ
 ○Ｂ

○Ｃ

○Ｄ

○Ｅ
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

○Ａ記載の相違 

【東海第二，柏崎７】 

 島根２号機では，重大

事故等対処設備単独の

場合の注記は 6．項に記

載しており，改めてフォ

ーマットに記載しない 

（その他比較結果はフ

ォーマットⅠと同様で

あるため，記載を省略す

る） 
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

（比較結果はフォーマ

ットⅠと同様であるた

め，記載を省略する） 
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

○Ａ記載の相違 

【東海第二，柏崎７】 

 島根２号機では，重大

事故等対処設備単独の

場合の注記は 6．項に記

載しており，改めてフォ

ーマットに記載しない 

（その他比較結果はフ

ォーマットⅠと同様で

あるため，記載を省略す

る） 
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先行審査プラントの記載との比較表（Ⅵ-2-1-14 機器・配管系の計算書作成の方法 添付資料-4 横置一胴円筒形容器の耐震性についての計算書作成の基本方針） 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

添付資料-4 横置一胴円筒形容器の耐震性についての計算書作成

の基本方針 
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：図 2－1における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

1. 概要

本資料は，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」に基づき，耐震性に

関する説明書が求められている横置一胴円筒形容器（耐震重要度

分類Ｓクラス又はＳｓ機能維持の計算を行うもの）が，十分な耐

震性を有していることを確認するための耐震計算の方法について

記載したものである。 

解析の方針及び減衰定数については，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の

基本方針」に従うものとする。 

ただし，本基本方針が適用できない横置一胴円筒形容器にあって

は，個別耐震計算書にその耐震計算方法を含めて記載する。 

2. 一般事項

2.1 評価方針 

横置一胴円筒形容器の応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方

針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，

「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」で

算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界

内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認す

ることで実施する。確認結果を「6. 耐震計算書のフォーマット」

に示す。 

横置一胴円筒形容器の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

図 2－1 横置一胴円筒形容器の耐震評価フロー 

・記載の相違

【東海第二】 

 島根２号機では，「理

論式による固有周期」と

記載する 

89



東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

2.2 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 Ｊ

ＥＡＧ４６０１・補-1984（(社)日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（(社)

日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補

版（(社)日本電気協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（(社)日本機械学会，

2005/2007）（以下「設計・建設規格」という。） 
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：記号の説明における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

2.3 記号の説明 

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

 島根２号機では，ｄを

「基礎ボルトの呼び径」

と記載する 

・記載の相違

【東海第二】 

③の相違
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：記号の説明における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 
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：記号の説明における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 
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：記号の説明における先行審査プラントの記載との主な相違点 
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：記号の説明における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 
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：表 2－1における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

2.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－1に示すとおりである。 

表 2－1 表示する数値の丸め方 

3. 評価部位

横置一胴円筒形容器の耐震評価は「5.1 構造強度評価方法」に示

す条件に基づき，耐震評価上厳しくなる胴，脚及び基礎ボルトに

ついて評価を実施する。 

4. 固有周期

4.1 固有周期の計算方法 

(1) 計算モデル

モデル化に当たっては次の条件で行う。

a. 容器及び内容物の質量は胴の中心軸に集中するものとする。

b. 容器の胴は 2 個の脚で支持され，脚はそれぞれ基礎ボルトで

・記載の充実

【東海第二】 

④の相違

・記載の充実

【東海第二】 

⑤の相違
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基礎に固定されており，固定端とする。 

c. 胴は剛体とし，脚をはりと考え，変形モードは脚の曲げ及び

せん断変形を考慮する。 

d. 脚が長手方向に変形する場合，脚を基礎に取り付ける基礎ボ

ルトが，脚の変形方向に直角な方向より見て脚 1 個につき 1 列の

場合は下端を単純支持とする。 

その他の場合は，固定とする。 

e. 第 2 脚は長手方向にスライドできるものとし，その方向の力

はすべて第 1脚で受けるものとする。 

f. 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

本容器の荷重状態及び胴に生じるモーメントを図 4－1～図 4－4

に示す。 

図 4－1 荷重状態 

図 4－2 脚の位置での曲げモーメント 

・記載の適正化

【東海第二，柏崎７】 

⑥の相違
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図 4－3 長手方向荷重による胴の第 1脚付根部のモーメント及び

鉛直荷重 

図 4－4 横方向荷重による胴の第 1脚付根部のモーメント 

本容器は，前記の条件より図 4－5，図 4－6及び図 4－7のような

1質点系振動モデルとして考える。 

図 4－5 長手方向の固有周期計算モデル 

図 4－6 横方向の固有周期計算モデル 
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

図 4－7 鉛直方向の固有周期計算モデル 

(2) 脚の受ける荷重

脚の受ける荷重はモーメントの釣合いより求める。図 4－1におい

て第 1脚回りのモーメントの釣合いは次式で求める。 

したがって，脚の受ける荷重は次式で求める。 

(3) 長手方向の固有周期

図 4－5におけるばね定数は次式で求める。 

固有周期は次式で求める。 

(4) 横方向の固有周期

図 4－6におけるばね定数は次式で求める。 

固有周期は次式で求める。 

ただし，脚の受ける荷重がＲ２＞Ｒ１となる場合は，Ｒ１をＲ２に置

き換える。 
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(5) 鉛直方向の固有周期

図 4－7におけるばね定数は次式で求める。 

固有周期は次式で求める。 

ただし，脚の受ける荷重がＲ２＞Ｒ１となる場合は，Ｒ１をＲ２に置

き換える。 

5. 構造強度評価

5.1 構造強度評価方法 

4.1(1)項 a.～f.のほか，次の条件で計算する。概要図を図 5－1

に示す。 

(1) 地震力は容器に対して水平方向及び鉛直方向から作用する

ものとする。ここで，水平方向地震力は胴の長手方向に作用する

場合と胴の横方向に作用する場合を考慮する。 

(2) 第 1脚と第 2脚は同形状であり，受ける荷重の大きい方の脚

についての評価を計算書に記載する。 

図 5－1 概要図 

5.2 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」

による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」

に基づき設定する。 

5.3 計算方法 

5.3.1 応力の計算方法 

応力計算における水平方向と鉛直方向の組合せについて，静的地

震力を用いる場合は絶対値和を用いる。動的地震力を用いる場合

は，絶対値和又はＳＲＳＳ法を用いる。 
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5.3.1.1 胴の計算方法 

(1) 曲げモーメント

図 4－1に示すように胴を集中荷重を受けるはりとして考える。 

図 4－2 において脚付根部における曲げモーメントＭ１及びＭ２は

次式で求める。 

(2) 静水頭又は内圧による応力

静水頭による場合（鉛直方向地震時を含む。） 

内圧による場合 

(3) 運転時質量及び鉛直方向地震により生じる長手方向曲げモ

ーメントによる応力 

(1)で求めた曲げモーメントにより胴の第 1 脚付根部に生じる応

力は次のように求める。 

引用文献(1)によれば，この曲げモーメントは胴の断面に対して一

様に作用するものではなく，脚取付部において円周方向の曲げモ

ーメントに置き換えられ，胴の局部変形を生じさせようとする。 

長手方向の曲げモーメントによる胴の応力の影響範囲を脚上

の点とすると長手方向曲げモーメントに対する胴の有効断面積は

図 5－2に 2・θで示される円殻である。 

したがって，運転時質量による応力は次式で求める。 
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また，鉛直方向地震による応力は次式で求める。 

ここで， 

図 5－2 脚付根部の有効範囲 

胴の脚付根部に取り付く当板の大きさが 

である場合，脚付根部における胴の有効板厚ｔｅは胴板の厚さと当

板の厚さの合計とする。また，当板が上記の範囲を満たさない場

合，ｔｅは胴板の厚さとする。 

注記＊1：引用文献(1)より引用 

＊2：引用文献(3)より引用 

(4) 運転時質量及び鉛直方向地震による脚付根部の応力

脚の受ける荷重がＲ２＞Ｒ１となる場合は，Ｒ１をＲ２に置き換え

る。 

胴の脚付根部には脚反力による周方向応力及び軸方向応力が生じ

る。胴の第 1脚付根部に作用する反力は次式で求める。 

運転時質量による反力は， 

鉛直方向地震による反力は， 

この反力Ｐ及びＰｅにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力

は，引用文献(2)により次のように求める。 
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脚が胴に及ぼす力の関係を図 5－3に示す。 

図 5－3 脚が胴に及ぼす力の関係 

ここで，シェルパラメータγ及びアタッチメントパラメータβは

以下のように定義する。 

シェルパラメータγ及びアタッチメントパラメータβによって引

用文献(2)の図より値（以下＊を付記するもの）を求めることによ

り応力は次式で求める。 

反力Ｐによる応力は， 

一次応力
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反力Ｐｅによる応力は， 

一次応力 

二次応力 

(5) 長手方向地震による脚付根部の応力

第2脚は長手方向に自由にスライドできるので第1脚は図4－3の

ように変形し，脚付根部に生じる曲げモーメント及び鉛直荷重は

次式で求める。 

曲げモーメントＭと鉛直荷重Ｐにより生じる胴の周方向応力及

び軸方向応力は，シェルパラメータγ及びアタッチメントパラメ

ータβによって引用文献(2)の図より値（以下＊を付記するもの）

を求めることにより（5.3.1.1.31）式～（5.3.1.1.38）式で求め

る。 

ここで，シェルパラメータγ及びＰの場合のアタッチメントパラ

メータβは(4)と同じであるが，Ｍの場合のアタッチメントパラ

メータβは次式による。

ただし，二次応力を求める場合は更にＫｊを乗じた値とする。 
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曲げモーメントＭにより生じる応力は次式で求める。 

一次応力 

二次応力 

鉛直荷重Ｐにより生じる応力は次式で求める。 

一次応力 

二次応力 

また，水平方向荷重により胴には，次式で求める引張応力が生じ

る。 

したがって，曲げモーメントＭ，鉛直荷重Ｐ及び水平方向荷重に

より生じる胴の応力は次式で求める。 

一次応力

二次応力
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また，長手方向地震が作用した場合，第 1 脚付根部に生じるせん

断応力は次式で求める。 

(6) 横方向地震による脚付根部の応力

脚の受ける荷重がＲ２＞Ｒ１となる場合は，Ｒ１をＲ２に置き換え

る。 

横方向地震が作用した場合，第 1 脚の付根部に生じる曲げモーメ

ントＭｃは次式で求める。

この曲げモーメントＭｃにより生じる胴の周方向応力及び軸方向

応力は，シェルパラメータγ及びアタッチメントパラメータβに

よって引用文献(2)の図より値（以下＊を付記するもの）を求める

ことにより（5.3.1.1.48）式～（5.3.1.1.51）式で求める。 

ここで，シェルパラメータγは(4)と同じであるが，アタッチメン

トパラメータβは次式による。ただし，二次応力を求める場合は

更にＫｃｊを乗じた値とする。 

したがって，応力は次式で求める。 

一次応力

二次応力
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また，横方向地震が作用した場合，第 1 脚付根部に生じるせん断

応力は次式で求める。 

(7) 組合せ応力

(2)～(6)によって求めた第 1 脚付根部に生じる胴の応力は以下の

ように組み合わせる。 

a. 一次一般膜応力

鉛直方向と長手方向地震が作用した場合 

ここで， 

鉛直方向と横方向地震が作用した場合 

ここで， 

したがって，胴に生じる一次一般膜応力の最大値は，絶対値和，

ＳＲＳＳ法，それぞれに対して， 

とする。 

b. 一次応力

鉛直方向と長手方向地震が作用した場合 
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ここで， 

鉛直方向と横方向地震が作用した場合 

ここで， 

したがって，胴に生じる一次応力の最大値は，絶対値和，ＳＲＳ

Ｓ法，それぞれに対して， 

とする。 
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c. 地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値

鉛直方向と長手方向地震が作用した場合の変動値 

ここで， 

鉛直方向と横方向地震が作用した場合の変動値 

ここで， 

したがって，胴に生じる地震動のみによる一次応力と二次応力の

和の変動値の最大値は，絶対値和，ＳＲＳＳ法，それぞれに対し

て， 

とする。 

5.3.1.2 脚の計算方法 

脚の受ける荷重がＲ２＞Ｒ１となる場合は，Ｒ１をＲ２に置き換え

る。 

(1) 運転時荷重による応力
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(2) 鉛直方向地震による応力

(3) 長手方向地震による応力

曲げ及び圧縮応力は次式で求める。 

ここで， 

せん断応力は次式で求める。 

(4) 横方向地震による応力

曲げ応力は次式で求める。 

せん断応力は次式で求める。 

(5) 組合せ応力

鉛直方向と長手方向地震が作用した場合 

鉛直方向と横方向地震が作用した場合 

したがって，脚に生じる最大応力は，絶対値和，ＳＲＳＳ法，そ

れぞれに対して， 

とする。 
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5.3.1.3 基礎ボルトの計算方法 

(1) 鉛直方向と長手方向地震が作用した場合

a. 引張応力

長手方向地震が作用した場合に脚底面に作用するモーメントは次

式で求める。 

鉛直荷重は 

である。ここで，モーメントと鉛直荷重の比を 

とする。 

図 5－4 基礎部に作用する外荷重より生じる荷重の関係（その 1） 
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図 5－5 基礎部に作用する外荷重より生じる荷重の関係（その 2） 

図 5－4 のように脚底面においてボルト位置に圧縮荷重がかかる

状況では基礎ボルトに引張力は作用しないため，引張力の評価は

行わない。 

一方，図 5－5のように，ボルト位置に圧縮荷重がかからない状況

に相当する 

のとき，基礎ボルトに引張力が生じる。 

このとき図 5－5において，鉛直荷重の釣合い，Ａ点回りのモーメ

ントの釣合い，基礎ボルトの伸びと基礎の縮みの関係から中立軸

の位置Ｘｎは 

より求めることができ，基礎ボルトに生じる引張力は 

となる。 
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したがって，基礎ボルトに生じる引張応力は次のようになる。 

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

b. せん断応力

(2) 鉛直方向と横方向地震が作用した場合

脚の受ける荷重がＲ２＞Ｒ１となる場合は，Ｒ１をＲ２に置き換え

る。 

a. 引張応力

(a) 長手方向から見て図 5－6 のように応力を 2 列の基礎ボルト

で受ける場合 

鉛直方向と横方向地震が作用した場合に脚底面に作用するモーメ

ントは

鉛直荷重は 

で求める。 

図 5－6 基礎部に作用する外荷重より生じる荷重の関係（その 3） 

・記載の充実

【東海第二】 

 島根２号機では，基礎

ボルトの軸断面積の計

算式を記載する 
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(1)と同様にして中立軸の位置Ｘｎを

ただし 

より求めると，基礎ボルトに生じる引張力は 

となる。 

したがって，基礎ボルトに生じる引張応力は次のようになる。 

(b) 長手方向から見て応力を 1列の基礎ボルトで受ける場合

(1)と同様にして引張応力は求められるが，ＭをＭｃ１，ＰｓをＰｓ

１，ｄ１をｄ２，ａをｂ，ｂをａ及びｎ１をｎ２に置き換え，得られ

た基礎ボルトの応力をσｂ２とする。 

b. せん断応力

(3) 基礎ボルトに生じる最大応力

(1)及び(2)より求められた基礎ボルトの応力のうち最大のものを

σｂ及びτｂとする。 

a. 基礎ボルトの最大引張応力

b. 基礎ボルトの最大せん断応力
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5.4 応力の評価 

5.4.1 胴の応力評価 

5.3.1.1 項で求めた組合せ応力が胴の最高使用温度における許容

応力Ｓａ以下であること。ただし，Ｓａは下表による。 

5.4.2 脚の応力評価 

5.3.1.2 項で求めた脚の組合せ応力が許容引張応力 ƒｔ以下であ

ること。 

ただし，ƒｔは下表による。 

5.4.3 基礎ボルトの応力評価 

5.3.1.3 項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた

許容引張応力 ƒｔｓ以下であること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

せん断応力τｂはせん断力のみ受ける基礎ボルトの許容せん断応

力 ƒｓｂ以下であること。ただし，ƒｓｂは下表による。 
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6. 耐震計算書のフォーマット

横置一胴円筒形容器の耐震計算書のフォーマットは，以下のとお

りである。 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

フォーマットⅠ 設計基準対象施設としての評価結果

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果

〔重大事故等対処設備単独の場合〕 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果＊

注記＊：重大事故等対処設備単独の場合は，設計基準対象施設及

び重大事故等対処設備に示すフォーマットⅡを使用する

ものとする。ただし，評価結果表に記載の章番を「2.」

から「1.」とする。 

7. 引用文献

(1) Stresses in Large Horizontal Cylindrical Pressure

Vessels on Two Saddle Supports，Welding Research Supplement，

Sep. 1951. 

(2) Wichman， K.R. et al.:Local Stresses in Spherical and

Cylindrical Shells due to External Loadings，Welding Research 

Council bulletin，March 1979 revision of WRC bulletin 107 / 

August 1965. 

(3) 日本産業規格 ＪＩＳ Ｂ ８２７８(2003)「サドル支持の

横置圧力容器」 
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○Ａ記載の充実 

【東海第二，柏崎７】 

⑦の相違

○Ｂ記載の充実 

【東海第二，柏崎７】 

⑧の相違

○Ｃ記載の充実 

【東海第二】 

⑪の相違

○Ｂ
○Ａ

 

○Ｃ
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○Ａ記載の充実 

【東海第二】 

⑨の相違

○Ａ
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 
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○Ａ記載の充実 

【東海第二，柏崎７】 

⑦の相違

○Ｂ記載の充実 

【東海第二，柏崎７】 

⑧の相違

○Ｃ記載の充実 

【東海第二】 

⑪の相違

○Ｃ

○Ｂ
○Ａ
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○Ａ記載の相違 

【東海第二，柏崎７】 

 島根２号機では，重大

事故等対処設備単独の

場合の注記は 6．項に記

載しており，改めてフォ

ーマットに記載しない 

（その他比較結果はフ

ォーマットⅠと同様で

あるため，記載を省略す

る） 
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

（比較結果はフォーマ

ットⅠと同様であるた

め，記載を省略する） 
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 
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（比較結果はフォーマ

ットⅠと同様であるた

め，記載を省略する） 
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先行審査プラントの記載との比較表（Ⅵ-2-1-14 機器・配管系の計算書作成の方法 添付資料-5 平底たて置円筒形容器の耐震性についての計算書作成の基本方針） 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

添付資料-5 平底たて置円筒形容器の耐震性についての計算書作

成の基本方針 
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：図 2－1における先行審査プラントの記載との主な相違点 
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1. 概要

本資料は，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」に基づき，耐震性に

関する説明書が求められている平底たて置円筒形容器（耐震重要

度分類Ｓクラス又はＳｓ機能維持の計算を行うもの）が，十分な

耐震性を有していることを確認するための耐震計算方法について

記載したものである。 

解析の方針及び減衰定数については，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の

基本方針」に従うものとする。 

ただし，本基本方針が適用されない平底たて置円筒形容器にあっ

ては，個別耐震計算書にその耐震計算方法を含めて記載する。 

2. 一般事項

2.1 評価方針 

平底たて置円筒形容器の応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本

方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づ

き，「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」

で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限

界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認

することで実施する。確認結果を「6. 耐震計算書のフォーマッ

ト」に示す。

平底たて置円筒形容器の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

図 2－1 平底たて置円筒形容器の耐震評価フロー 

・記載の相違

【東海第二】 

 島根２号機では，「理

論式による固有周期」と

記載する 
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2.2 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 Ｊ

ＥＡＧ４６０１・補-1984（(社)日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（(社)

日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補

版（(社)日本電気協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（(社)日本機械学会，

2005/2007）（以下「設計・建設規格」という。） 
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：記号の説明における先行審査プラントの記載との主な相違点 
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2.3 記号の説明 

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

 島根２号機では，ｄを

「基礎ボルトの呼び径」

と記載する 

・記載の相違

【東海第二】 

③の相違
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：表 2－1における先行審査プラントの記載との主な相違点 
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2.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－1に示すとおりである。 

表 2－1 表示する数値の丸め方 

3. 評価部位

平底たて置円筒形容器の耐震評価は「5.1 構造強度評価方法」に

示す条件に基づき，耐震評価上厳しくなる胴及び基礎ボルトにつ

いて評価を実施する。 

4. 固有周期

4.1 固有周期の計算方法 

(1) 計算モデル

モデル化に当たっては次の条件で行う。

a. 容器及び内容物の質量は重心に集中するものとする。

b. 容器は胴下端のベースプレートを円周上等ピッチの多数の基

礎ボルトで基礎に固定されており，固定端とする。 

c. 胴をはりと考え，変形モードは曲げ及びせん断変形を考慮す

る。 

・記載の充実

【東海第二】 

④の相違

・記載の充実

【東海第二】 

⑤の相違
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d. 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

本容器は，前記の条件より図 4－1に示すような下端固定の 1質点

系振動モデルとして考える。 

図 4－1 固有周期の計算モデル 

(2) 水平方向固有周期

曲げ及びせん断変形によるばね定数ＫＨは次式で求める。 

ここで，胴の断面性能は次のように求める。 

したがって，固有周期ＴＨは次式で求める。 

(3) 鉛直方向固有周期

軸方向変形によるばね定数ＫＶは次式で求める。 

ここで，胴の断面性能は次のように求める。 

したがって，固有周期Ｔｖは次式で求める。 
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5. 構造強度評価

5.1 構造強度評価方法 

4.1(1)項 a.～d.のほか，次の条件で計算する。概要図を図 5－1

に示す。 

(1) 地震力は容器に対して水平方向及び鉛直方向から作用する

ものとする。 

図 5－1 概要図 

5.2 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」

による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」

に基づき設定する。 

5.3 計算方法 

5.3.1 応力の計算方法 

応力計算における水平方向と鉛直方向の組合せについて，静的地

震力を用いる場合は，絶対値和を用いる。動的地震力を用いる場

合は，絶対値和又はＳＲＳＳ法を用いる。 

5.3.1.1 胴の計算方法 

(1) 静水頭及び鉛直方向地震による応力

141



東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

(2) 運転時質量及び鉛直方向地震による応力

胴がベースプレートと接合する点には，胴自身の質量による圧縮

応力と鉛直方向地震による軸方向応力が生じる。 

(3) 水平方向地震による応力

水平方向の地震力により胴はベースプレート接合部で最大となる

曲げモーメントを受ける。この曲げモーメントによる軸方向応力

と地震力によるせん断応力は次のように求める。 

(4) 組合せ応力

(1)～(3)によって求めた胴の応力は以下のように組み合わせる。 

a. 一次一般膜応力

(a) 組合せ引張応力

ここで， 

(b) 組合せ圧縮応力
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ここで， 

したがって，胴の組合せ一次一般膜応力の最大値は，絶対値和，

ＳＲＳＳ法それぞれに対して， 

とする。 

一次応力は一次一般膜応力と同じ値になるので省略する。 

b. 地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値

(a) 組合せ引張応力

ここで， 

(b) 組合せ圧縮応力

ここで， 

したがって，胴の地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変

動値の最大値は，絶対値和，ＳＲＳＳ法それぞれに対して， 

とする。 
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5.3.1.2 基礎ボルトの計算方法 

(1) 引張応力

転倒モーメントが作用した場合に生じる基礎ボルトの引張荷重と

基礎部の圧縮荷重については，荷重と変位量の釣合い条件を考慮

することにより求める（図 5－2参照）。 

以下にその手順を示す。 

図 5－2 基礎の荷重説明図 

a. σｂ及びσｃを仮定して基礎ボルトの応力計算における中立

軸の荷重係数ｋを求める。 

b. 基礎ボルトの応力計算における中立軸を定める角度αを求め

る。 
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c. 各定数ｅ，ｚ，Ｃｔ及びＣｃを求める。

d. 各定数を用いてＦｔ及びＦｃを求める。

ここで， 

基礎ボルトに引張力が作用しないのは，αがπに等しくなったと

きであり，（5.3.1.2.3）式及び（5.3.1.2.4）式においてαをπに

近づけた場合の値ｅ＝0.75 及びｚ＝0.25 を（5.3.1.2.7）式又は

（5.3.1.2.9）式に代入し，得られるＦｔの値によって引張力の有

無を次のように判定する。 

Ｆｔ≦0ならば引張力は作用しない。 

Ｆｔ＞0ならば引張力が作用しているので次の計算を行う。 
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e. σｂ及びσｃを求める。

ここで， 

σｂ及びσｃが a項にて仮定した値と十分に近似していることを確

認する。この場合のσｂ及びσｃを基礎ボルトと基礎に生じる応力

とする。 

(2) せん断応力

5.4 応力の評価 

5.4.1 胴の応力評価 

(1) 5.3.1.1項で求めた組合せ応力が胴の最高使用温度における

許容応力Ｓａ以下であること。ただし，Ｓａは下表による。 

一次応力の評価は算出応力が一次一般膜応力と同じ値であるので

省略する。 

・記載の充実

【東海第二】 

 島根２号機では，基礎

ボルトの軸断面積の計

算式を記載する 
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(2) 圧縮膜応力（圧縮応力と曲げによる圧縮側応力の組合せ）は

次式を満足すること。 

（座屈の評価） 

ここで，ƒｃは次による。 

ただし，φ１(ｘ)は次の関数とする。 

また，ƒｂは次による。 

ただし，φ２(ｘ)は次の関数とする。 
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ηは安全率で次による。 

5.4.2 基礎ボルトの応力評価 

5.3.1.2 項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた

許容引張応力 ƒｔｓ以下であること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断

応力 ƒｓｂ以下であること。ただし，ƒｓｂは下表による。 
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6. 耐震計算書のフォーマット

平底たて置円筒形容器の耐震計算書のフォーマットは，以下のと

おりである。 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

フォーマットⅠ 設計基準対象施設としての評価結果

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果

〔重大事故等対処設備単独の場合〕 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果＊

注記＊：重大事故等対処設備単独の場合は，設計基準対象施設及

び重大事故等対処設備に示すフォーマットⅡを使用する

ものとする。ただし，評価結果表に記載の章番を「2.」

から「1.」とする。 
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○Ａ記載の充実 

【東海第二，柏崎７】 

⑦の相違

○Ｂ記載の充実 

【東海第二，柏崎７】 

⑧の相違

○Ｃ記載の充実 

【東海第二】 

⑨の相違

○Ｄ記載の充実 

【東海第二】 

⑪の相違

○Ｅ記載の充実 

【東海第二】 

 島根２号機では，基礎

に作用する転倒モーメ

ントＭｓ欄を追加する

○Ａ
 ○Ｂ

○Ｃ
○Ｅ

○Ｄ
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（比較のため，前頁の同

表を再掲する） 
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○Ａ記載の相違 

【東海第二，柏崎７】 

 島根２号機では，重大

事故等対処設備単独の

場合の注記は 6．項に記

載しており，改めてフォ

ーマットに記載しない 

（その他比較結果はフ

ォーマットⅠと同様で

あるため，記載を省略す

る） 
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（比較のため，前頁の同

表を再掲する） 
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先行審査プラントの記載との比較表（Ⅵ-2-1-14 機器・配管系の計算書作成の方法 添付資料-6 管の耐震性についての計算書作成の基本方針） 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

添付資料-6 管の耐震性についての計算書作成の基本方針 
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1. 概要

本資料は，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」に基づき，耐震性に

関する説明書が求められている管（耐震重要度分類Ｓクラス又は

Ｓｓ機能維持の計算を行うもの）並びに管に取り付く支持構造物

及び弁が十分な耐震性を有していることを確認するための耐震計

算の方法について記載したものである。 

解析の方針及び減衰定数については，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の

基本方針」に従うものとする。 

2. 一般事項

2.1 評価方針 

管及び管に取り付く支持構造物の応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維

持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限

界に基づき，「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 固

有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等

が許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法

にて確認することで実施する。また，管に取り付く弁の機能維持

評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した動的機能

維持の方針に基づき，機能維持評価用加速度が機能確認済加速度

以下であることを，「6. 機能維持評価」にて示す方法にて確認す

ることで実施する。確認結果を「7. 耐震計算書のフォーマット」

に示す。 

管並びに管に取り付く支持構造物及び弁の耐震評価フローを図 2

－1に示す。 

・記載の相違

【東海第二】 

 島根２号機では，応力

評価の対象が管及び管

に取り付く支持構造物

であることを踏まえた

記載とする 

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

②の相違
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：図 2－1における先行審査プラントの記載との主な相違点 
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図 2－1 管並びに管に取り付く支持構造物及び弁の耐震評価フロ

ー 

2.2 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 Ｊ

ＥＡＧ４６０１・補-1984（(社)日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（(社)

日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補

版（(社)日本電気協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（(社)日本機械学会，

2005/2007）（以下「設計・建設規格」という。） 

・記載の相違

【東海第二】 

 島根２号機では，「解

析モデル設定」及び「解

析による固有周期」と記

載する 

・記載の相違

【東海第二】 

②の相違
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：記号の説明における先行審査プラントの記載との主な相違点 
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2.3 記号の説明 
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：記号の説明における先行審査プラントの記載との主な相違点 
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・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

 島根２号機では，設

計・建設規格に記載の記

号に合わせる 
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2.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－1に示すとおりである。 

表 2－1 表示する数値の丸め方 

3. 評価部位

管の耐震評価については，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件

に基づき一次応力評価，一次＋二次応力評価及び疲労評価を実施

する。 

管に取り付く支持構造物の耐震評価については，「5.1 構造強度

評価方法」に基づき，種類及び型式に区分して評価を実施する。 

管に取り付く弁の耐震評価については，「6.1 動的機能維持評価

方法」に基づき，動的機能維持要求弁に対する動的機能維持評価

を実施し，計算により求めた機能維持評価用加速度が機能確認済

加速度以下であることを確認する。 

・記載の充実

【東海第二】 

④の相違

・記載の充実

【東海第二，柏崎７】 

島根２号機では，計算

荷重及び反力，モーメン

ト並びに許容荷重に対

して，必要に応じて小数

点第 1位表示とする 

・記載の充実

【東海第二，柏崎７】 

 島根２号機では，支持

構造物の評価に用いる

反力及びモーメントに

ついても数値の丸め方

を示す 

・記載の相違

【東海第二】 

②の相違

・記載の相違

【東海第二】 

②の相違
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4. 固有周期

4.1 固有周期の計算方法 

管の固有周期の計算は三次元多質点系はりモデルによる解析によ

り実施する。配管系の解析モデルの作成に当たっては，以下を考

慮する。 

(1) 配管系は三次元多質点系はりモデルとし，曲げ，せん断，ね

じり及び軸力に対する剛性を考慮する。 

(2) 弁等の偏心質量がある場合には，その影響を評価できるモデ

ル化を行う。また，弁の剛性を考慮したモデル化を行う。

(3) 同一モデルに含める範囲は，原則としてアンカ点からアンカ

点までとする。 

(4) 分岐管がある場合には，その影響を考慮できるモデル化を行

う。ただし，母管に対して分岐管の径が十分に小さく，分岐管の

振動が母管に与える影響が小さい場合にはこの限りではない。 

(5) 質点は応力が高くなると考えられる点に設定するとともに，

代表的な振動モードを十分に表現できるように，適切な間隔で設

ける。 

(6) 配管の支持構造物は，以下の境界条件として扱うことを基本

とする。 

a. レストレイント：拘束方向の剛性を考慮する。

b. スナッバ：拘束方向の剛性を考慮する。

c. アンカ：6方向の剛性を考慮する。

d. ガイド：拘束方向及び回転拘束方向の剛性を考慮する。

・記載の相違

【東海第二】 

島根２号機では，解析

コードは個別耐震計算

書に記載する 

・記載の相違

【東海第二】 

島根２号機では，ハン

ガは耐震設計の境界条

件として考慮しない 
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

(7) 配管系の質量は，配管自体の質量の他に弁等の集中質量，保

温材等の付加質量及び管内流体の質量を考慮するものとする。 

(8) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

5. 構造強度評価

5.1 構造強度評価方法 

(1) 管の構造強度評価は，「4.1 固有周期の計算方法」に基づき

作成した解析モデルによる地震応答解析を行い，得られたモーメ

ント等から「5.4 計算方法」に記載した方法で実施する。配管系

の動的解析手法としては，スペクトルモーダル解析法を用いる。

評価に当たっては，以下の荷重を考慮する。 

a. 内圧

b. 機械的荷重（自重その他の長期的荷重）

c. 機械的荷重（逃がし弁又は安全弁の吹出し反力及びその他の

短期的荷重） 

d. 地震荷重（基準地震動Ｓｓ，弾性設計用地震動Ｓｄ及び静的

震度による慣性力及び相対変位） 

(2) 管に取り付く支持構造物の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-12「配

管及び支持構造物の耐震計算について」に基づき，以下に示す種

類及び型式に区分して実施する。 

a. オイルスナッバ

b. メカニカルスナッバ

c. ロッドレストレイント

d. スプリングハンガ

e. コンスタントハンガ

f. リジットハンガ

g. レストレイント

h. アンカ

上記の支持構造物のうち，a.～f.については，Ⅵ-2-1-12「配管及

び支持構造物の耐震計算について」において，種類及び型式単位

に設定した許容荷重に対する応力評価を実施し，計算応力が許容

応力以下であることを確認していることから，荷重確認による評

価を実施し，計算荷重が許容荷重以下であることを確認する。な

・記載の充実

【東海第二】 

島根２号機では，動的

解析手法としてスペク

トルモーダル解析を用

いる旨を明記する 

・記載の相違

【東海第二】 

島根２号機では，解析

コードは個別耐震計算

書に記載する 

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

 島根２号機では，リジ

ットハンガについても

種類及び型式単位に設

定した許容荷重に対す

る応力評価を行うこと

を踏まえた記載とする 
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：各表における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

お，支持構造物は強度計算及び耐震性についての計算の基本式が

同一であることから，強度計算を耐震性についての計算に含めて

実施する。 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

耐震性についての計算において考慮する荷重の組合せ及び許容応

力を表 5－1～表 5－3に示す。 

表 5－1 荷重の組合せ ・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

 Ⅵ-2-1-9「機能維持の

基本方針」及び申請対象

設備による相違 
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：各表における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

表 5－2 許容応力（クラス１管及び重大事故等クラス２管であっ

てクラス１管） 

表 5－3 許容応力（「クラス１管及び重大事故等クラス２管であ

ってクラス１管」を除く管で耐震重要度分類Ｓクラス及びＳｓ機

能維持対象） 

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

 Ⅵ-2-1-9「機能維持の

基本方針」及び申請対象

設備による相違 
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5.3 設計用地震力 

設計用地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」

に基づき策定した設計用床応答スペクトルを用いる。また，減衰

定数はⅥ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を

用いる。なお，設計用床応答スペクトルは配管系の重心レベル上

階の設計用床応答スペクトルを適用する。ただし，設計用床応答

スペクトルの運用において合理性が示される場合には，その方法

を採用できるものとする。 

5.4 計算方法 

(1) クラス１管及び重大事故等クラス２管であってクラス１管

a. 一次応力

(a) 管台及び突合せ溶接式ティー

(b) (a)以外の管

b. 一次＋二次応力

(a) 管台及び突合せ溶接式ティー

(b) (a)以外の管

c. ピーク応力

(a) 管台及び突合せ溶接式ティー

(b) (a)以外の管

d. 繰返しピーク応力強さ

Ｋｅ：次の計算式により計算した値 

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

 島根２号機では，「設

計用床応答スペクトル」

と記載する 

・設計方針の相違

【柏崎７】 

 島根２号機では，配管

系の重心レベル上階の

設計用床応答スペクト

ルを適用する
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イ. Ｓｎ＜3・Ｓｍの場合

ロ. Ｓｎ≧3・Ｓｍの場合

(イ) Ｋ＜Ｂ０の場合

(ロ) Ｋ≧Ｂ０の場合

ここで， 

ｑ，Ａ０，Ｂ０：下表に掲げる材料の種類に応じ，それぞれの同表

に掲げる値 

Ｓｎ≧3・Ｓｍの場合，5.4(1)d.ロ.に関わらず，次の計算式により

計算した値を用いてもよい。 
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e. 疲労累積係数

(2) (1)を除く管

a. 一次応力

b. 一次＋二次応力

c. ピーク応力

(1)c.に同じ。

d. 繰返しピーク応力強さ

(1)d.に同じ。

ただし，Ｋｅの計算においては，Ｓｍを 2／3・Ｓｙに読み替える

ものとする。 

e. 疲労累積係数

(1)e.に同じ。

5.5 応力の評価 

5.4 項で求めた応力及び疲労累積係数が 5.2 項に示す許容値以下

であることを確認する。 

6. 機能維持評価

6.1 動的機能維持評価方法 

配管系の地震応答解析から得られた弁の機能維持評価用加速度と

機能確認済加速度との比較により，地震時又は地震後の動的機能

維持を評価する。 

機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき

設定する。 

なお，機能維持評価用加速度が機能確認済加速度を超過する場合

は詳細評価を実施し，機能維持評価用加速度が動作機能確認済加

速度以下かつ計算応力が許容応力以下であることを確認する。 

7. 耐震計算書のフォーマット

管の耐震計算書のフォーマットは，以下のとおりである。 

・記載の充実

【東海第二，柏崎７】 

島根２号機では，クラ

ス１管及び重大事故等

クラス２管であってク

ラス１管以外の管につ

いてもピーク応力，繰返

しピーク応力強さ及び

疲労累積係数の計算方

法を記載する 

・記載の相違

【東海第二】 

②の相違

・設計方針の相違

島根２号機では，機能

維持評価用加速度が機

能確認済加速度を超過

する場合は，計算応力が

許容応力以下であるこ

と及び機能維持評価用

加速度が動作機能確認

済加速度以下であるこ

とを確認する 
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：記号凡例における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

(1) 概要

本資料及びⅥ-2-1-12「配管及び支持構造物の耐震計算について」

に基づき，管，支持構造物及び弁の耐震性についての計算を実施

した結果を示す旨を記載する。 

なお，支持構造物は強度計算及び耐震性についての計算の基本式

が同一であることから，強度計算を耐震性についての計算に含め

て実施している旨を記載する。 

また，評価結果の記載方法は以下とする旨を記載する。 

a. 管

工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価

点の評価結果を解析モデル単位に記載する。また，各応力区分に

おける最大応力評価点の許容値／発生値（以下「裕度」という。）

が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計算条件及び評価

結果を記載する。各応力区分における代表モデルの選定結果及び

全モデルの評価結果についても記載する。 

b. 支持構造物

工事計画記載範囲の支持点のうち，種類及び型式単位に反力が最

大となる支持点の評価結果を代表として記載する。 

c. 弁

評価結果を記載する対象弁は，工認主要弁かつ動的機能維持要求

弁とし，機能確認済加速度の機能維持評価用加速度に対する裕度

が最小となる動的機能維持要求弁を代表として，弁型式別に評価

結果を記載する。 

(2) 概略系統図及び鳥瞰図

a. 概略系統図

工事計画記載範囲の系統の概略を示した図面を添付する。概略系

統図の記号凡例を下表に示す。 

・記載の相違

【東海第二】 

②の相違

・記載の充実

【東海第二，柏崎７】 

 島根２号機では，概略

系統図の記号凡例を記

載する 
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：記号凡例における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

b. 鳥瞰図

評価結果記載の解析モデルの解析モデル図を添付する。 

なお，設計基準対象施設と重大事故等対処設備の兼用範囲を含む

解析モデルについては，設計基準対象施設に該当する範囲を示し

た鳥瞰図と重大事故等対処設備に該当する範囲を示した鳥瞰図に

分けて添付する。鳥瞰図の記号凡例を下表に示す。 

(3) 計算条件

本項目記載内容及び記載フォーマットを FORMAT 耐－1～耐－7 に

示す。 

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

 島根２号機では，設計

基準対象施設と重大事

故等対処設備の兼用範

囲を含む解析モデルに

ついては，設計基準対象

施設に該当する範囲を

示した鳥瞰図と重大事

故等対処設備に該当す

る範囲を示した鳥瞰図

に分けて添付する 
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：FORMAT における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

(4)解析結果及び評価

本項目記載内容及び記載フォーマットを FORMAT 耐－8～耐－13

に示す。 

・FORMAT 耐－1：

荷重の組合せ及び許容応力 

本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表

に示す。 

・FORMAT 耐－2：

設計条件 

鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と

対応する評価点番号を示す。 

鳥瞰図番号 

・FORMAT 耐－3：

配管の付加質量，フランジ部の質量，弁部の質量 

鳥瞰図番号 

174



：FORMAT における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

・FORMAT 耐－4：

弁部の寸法 

鳥瞰図番号 

・FORMAT 耐－5：

支持点及び貫通部ばね定数 

鳥瞰図番号 

・FORMAT 耐－6：

材料及び許容応力 

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。 

・FORMAT 耐－7：

設計用地震力 

本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設計用床

応答スペクトルを下表に示す。 

なお，設計用床応答スペクトルは，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペ

クトルの作成方針」に基づき策定したものを用いる。また，減衰

定数はⅥ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を

用いる。 

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

 島根２号機では，「設

計用床応答スペクトル」

と記載する 
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：FORMAT における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

・FORMAT 耐－8：

固有周期及び設計震度 

鳥瞰図番号 

・FORMAT 耐－9：

各モードに対応する刺激係数 

鳥瞰図番号 

・設計方針の相違

【東海第二，柏崎７】 

 島根２号機では，

0.050s 未満のモードに

対する扱いを注記で示

す 

・記載の充実

【東海第二，柏崎７】 

⑦の相違

・記載の充実

【東海第二，柏崎７】 

 島根２号機では，評価

に適用する「設計用床応

答スペクトルⅠ」又は

「設計用床応答スペク

トルⅡ」を具体的に記載

する 

・記載の充実

【東海第二，柏崎７】 

⑧の相違
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：FORMAT における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

・FORMAT 耐－10－1：

管の応力評価結果 

下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値

以下である。 

クラス１管（又は重大事故等クラス２管であってクラス１管） ・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

 島根２号機では，重大

事故等クラス２管であ

ってクラス１管の場合

は，許容応力状態ⅣＡＳ

と許容応力状態ⅤＡＳ

を包絡した結果を記載

する 

また，重大事故等クラ

ス２管であってクラス

１管の応力評価結果は，

クラス１管と同一のフ

ォーマットにより示す 

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

島根２号機では，クラ

ス１管（又は重大事故等

クラス２管であってク

ラス１管）の評価につい

て，ねじりも含め，1つ

の表にて示す 
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：FORMAT における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

・FORMAT 耐－10－2：

管の応力評価結果 

下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値

以下である。 

クラス２以下の管（又は重大事故等クラス２管であってクラス２

以下の管） 

・FORMAT 耐－10－3：

管の応力評価結果 

下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値

以下である。 

重大事故等クラス２管 

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

 島根２号機では，重大

事故等クラス２管であ

ってクラス２以下の管

の場合は，許容応力状態

ⅣＡＳと許容応力状態

ⅤＡＳを包絡した結果

を記載する 

また，重大事故等クラ

ス２管であってクラス

２以下の管の応力評価

結果は，クラス２以下の

管と同一のフォーマッ

トにより示す
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：FORMAT における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

 島根２号機では，重大

事故等クラス２管であ

ってクラス１管の応力

評価結果はクラス１管

と同一のフォーマット

により示す 

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

 島根２号機では，重大

事故等クラス２管であ

ってクラス２以下の管

の応力評価結果は，クラ

ス２以下の管と同一の

フォーマットにより示

す 
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：FORMAT における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

・FORMAT 耐－11：

支持構造物評価結果 

下表に示すとおり計算応力及び計算荷重はそれぞれの許容値以下

である。 

支持構造物評価結果（荷重評価） 

支持構造物評価結果（応力評価） 
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：FORMAT における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

・FORMAT 耐－12：

弁の動的機能維持の評価結果 

下表に示すとおり機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下

又は機能維持評価用加速度が動作機能確認済加速度以下かつ計算

応力が許容応力以下である。 

・FORMAT 耐－13－1：

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果 

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力

分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件及び評

価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モ

デルの評価結果を示す。 

クラス１管（又は重大事故等クラス２管であってクラス１管）

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

②の相違

・設計方針の相違

島根２号機では，機能

維持評価用加速度が機

能確認済加速度を超過

する場合は，計算応力が

許容応力以下であるこ

と及び機能維持評価用

加速度が動作機能確認

済加速度以下であるこ

とを確認する 

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

 島根２号機では，重大

事故等クラス２管であ

ってクラス１管の場合

は，許容応力状態ⅣＡＳ

と許容応力状態ⅤＡＳ

を包絡した結果を記載

する 

また，クラス１管及び

重大事故等クラス２管

であってクラス１管の

応力評価結果を同一の

フォーマットにより示

す 
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：FORMAT における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

・FORMAT 耐－13－2：

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果 

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力

分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件及び評

価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モ

デルの評価結果を示す。 

クラス２以下の管（又は重大事故等クラス２管であってクラス２

以下の管） 

・FORMAT 耐－13－3：

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果 

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力

分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件及び評

価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モ

デルの評価結果を示す。 

重大事故等クラス２管 

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

 島根２号機では，重大

事故等クラス２管であ

ってクラス２以下の管

の場合は，許容応力状態

ⅣＡＳと許容応力状態

ⅤＡＳを包絡した結果

を記載する 

また，重大事故等クラ

ス２管であってクラス

２以下の管の応力評価

結果は，クラス２以下の

管と同一のフォーマッ

トにより示す

182



：FORMAT における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

・記載の相違

【東海第二】 

 申請対象設備による

相違 
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先行審査プラントの記載との比較表（Ⅵ-2-1-14 機器・配管系の計算書作成の方法 添付資料-7 計装ラックの耐震性についての計算書作成の基本方針） 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

添付資料-7 計装ラックの耐震性についての計算書作成の基本方

針 
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

目次 

1. 概要

2. 一般事項

2.1 評価方針 

2.2 適用規格・基準等 

2.3 記号の説明 

2.4 計算精度と数値の丸め方 

3. 評価部位

4. 固有周期

5. 構造強度評価

5.1 構造強度評価方法 

5.2 設計用地震力 

5.3 計算方法 

5.4 応力の評価 

6. 機能維持評価

6.1 電気的機能維持評価方法 

7. 耐震計算書のフォーマット

7.1 直立形計装ラックの耐震計算書のフォーマット 

7.2 壁掛形計装ラックの耐震計算書のフォーマット 
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：図 2－1における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

1. 概要

本資料は，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」に基づき，耐震性に

関する説明書が求められている計装ラック（耐震重要度分類Ｓク

ラス又はＳｓ機能維持の計算を行うもの）が，十分な耐震性を有

していることを確認するための耐震計算の方法について記載した

ものである。 

解析の方針及び減衰定数については，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の

基本方針」に従うものとする。 

ただし，本基本方針が適用できない計装ラックにあっては，個別

耐震計算書にその耐震計算方法を含めて記載する。 

2. 一般事項

2.1 評価方針 

計装ラックの応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて

設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3. 評

価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」で算出した

固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収ま

ることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで

実施する。また，計装ラックの機能維持評価は，Ⅵ-2-1-9「機能

維持の基本方針」にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，

機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下であることを，「6. 

機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認

結果を「7. 耐震計算書のフォーマット」に示す。 

計装ラックの耐震評価フローを図 2－1に示す。 

図 2－1 計装ラックの耐震評価フロー 

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

②の相違

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

⑫の相違

・記載の相違

【東海第二】 

 島根２号機では，耐震

評価フローにおいて，振

動試験で固有周期を求

める項目を他の項目と

の整合性を考慮して「固

有周期」と記載する 

（以下⑬の相違） 

・記載の相違

【東海第二】 

②の相違
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

2.2 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 Ｊ

ＥＡＧ４６０１・補-1984（(社)日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（(社)

日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補

版（(社)日本電気協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（(社)日本機械学会，

2005/2007）（以下「設計・建設規格」という。） 
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：記号の説明における先行審査プラントの記載との主な相違

点
東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

2.3 記号の説明 

・記載の相違

【東海第二】 

③の相違

・記載の充実

【東海第二】 

島根２号機では，据付

面（主に基礎ボルト取付

位置を示す）及び取付面

（主に取付ボルト取付

位置を示す）の両者を示

す記載とする 

・記載の充実

【柏崎７】 

 島根２号機では，記載

を充実させるため，壁掛

形設備の転倒方向は，

5.1 項に注記を用いて

定義し，注記に合わせた

転倒方向を記載する 

（以下⑭の相違） 
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：表 2－1における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

2.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－1に示すとおりである。 

表 2－1 表示する数値の丸め方 

3. 評価部位

計装ラックの耐震評価は「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に

基づき，耐震評価上厳しくなる基礎ボルト及び取付ボルトについ

て評価を実施する。 

4. 固有周期

計装ラックの固有周期は，振動試験（加振試験又は自由振動試験）

にて求める。なお，振動試験により固有周期が求められていない

計装ラックについては，構造が同等な計装ラックに対する振動試

験より算定された固有周期を使用する。 

5. 構造強度評価

5.1 構造強度評価方法 

(1) 計装ラックの質量は重心に集中しているものとする。

(2) 地震力は計装ラックに対して，水平方向及び鉛直方向から作

用するものとする。 

(3) 計装ラックは取付ボルトでチャンネルベースに固定されて

おり，固定端とする。 

(4) チャンネルベースは基礎ボルト又は埋込金物で基礎と固定

されており，固定端とする。 

・記載の充実

【東海第二】 

④の相違

・記載の充実

【東海第二】 

⑤の相違

・記載の相違

【東海第二】 

島根２号機では，試験

体をハンマ等で強制加

振する打振試験を含む

表現として「自由振動試

験」と記載する 

（以下⑮の相違） 

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

島根２号機では，振動

試験により固有周期が

求められていない設備

に対する方針を，物理量
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：各図における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

(5) 床面据付の計装ラックの転倒方向は，図 5－1 概要図（直立

形）における長辺方向及び短辺方向について検討し，計算書には

計算結果の厳しい方（許容値／発生値の小さい方をいう。）を記載

する。壁掛形の計装ラック＊については，図 5－2 概要図（壁掛形）

における正面方向及び側面方向について検討し，計算書には計算

結果の厳しい方を記載する。 

(6) 計装ラックの重心位置については，転倒方向を考慮して，計

算条件が厳しくなる位置に重心位置を設定して耐震性の計算を行

うものとする。 

(7) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

注記＊：壁掛形の計装ラックの転倒方向は，計装ラックを正面よ

り見て左右に転倒する場合を「正面方向転倒」，前方に転

倒する場合を「側面方向転倒」という。 

図 5－1 概要図（直立形） 

図 5－2 概要図（壁掛形） 

に対して主に適用する”

同等”を用いて，構造が

同等な〇〇〇に対する

振動試験より算定され

た固有周期を使用する

旨記載する 

（以下⑯の相違） 

・記載の充実

【東海第二】 

⑭の相違

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

 基礎ボルト及び据付

ボルトを評価する代表

的な概要図の相違 
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：各図における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

5.2 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」

による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」

に基づき設定する。なお，壁掛形の計装ラックの設計用地震力に

ついては，設置床上下階のいずれか大きい方を用いる。 

5.3 計算方法 

5.3.1 応力の計算方法 

5.3.1.1 ボルトの計算方法 

ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによ

って生じる引張力とせん断力について計算する。計算モデルは，

取付ボルトの場合を示す。 

図 5－3(1) 計算モデル 

（直立形 短辺方向転倒－1(1－ＣＶ)≧0の場合） 

・設計方針の相違

【東海第二】 

 島根２号機では，壁掛

形設備の設計用地震力

は，設置床上下階のいず

れか大きい方を用いる 

（以下⑰の相違） 

・記載の充実

【東海第二】 

島根２号機では，計算

モデルは，取付ボルトの

場合を示す旨を記載す

る 

・記載の相違

【東海第二】 

 島根２号機では，転倒

の支点及び引張りを受

けるボルトについて，基

礎ボルト及び取付ボル

トを総称して「ボルト」

と記載する 

（比較結果は上記２件

の記載の相違と同様で

あるため，以降図 5－

4(1)までの比較は省略

する） 
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：各図における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

図 5－3(2) 計算モデル 

（直立形 短辺方向転倒－2(1－ＣＶ)＜0の場合） 
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：各図における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

図 5－3(3) 計算モデル 

（直立形 長辺方向転倒－1(1－ＣＶ)≧0の場合） 
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：各図における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

図 5－3(4) 計算モデル 

（直立形 長辺方向転倒－2(1－ＣＶ)＜0の場合） 
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：各図における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 
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：各図における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

図 5－4(1) 計算モデル（壁掛形 正面方向転倒の場合） 

図 5－4(2) 計算モデル（壁掛形 側面方向転倒の場合） 

(1) 引張応力

ボルトに対する引張力は，最も厳しい条件として，図 5－3及び図

5－4で最外列のボルトを支点とする転倒を考え，これを片側の最

外列のボルトで受けるものとして計算する。 

引張力 

計算モデル図 5－3(1)及び図 5－3(3)の場合の引張力 

・記載の相違

【東海第二】 

 島根２号機では，転倒

の支点及び引張りを受

けるボルトについて，基

礎ボルト及び取付ボル

トを総称して「ボルト」

と記載する 

・記載の充実

【東海第二】 

 島根２号機では，転倒

支点とチャンネルベー

スを図示する
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

計算モデル図 5－3(2)及び図 5－3(4)の場合の引張力 

計算モデル図 5－4(1)及び図 5－4(2)の場合の引張力 

引張応力 

ここで，ボルトの軸断面積Ａｂｉは次式により求める。 

ただし，Ｆｂｉが負のときボルトには引張力が生じないので，引張

応力の計算は行わない。 

(2) せん断応力

ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計

算する。 

せん断力 

a. 直立形の場合

b. 壁掛形の場合

せん断応力 
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

5.4 応力の評価 

5.4.1 ボルトの応力評価 

5.3.1.1 項で求めたボルトの引張応力σｂｉは次式より求めた許容

引張応力 ƒｔｓｉ以下であること。ただし，ƒｔｏｉは下表による。 

せん断応力τｂｉは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応

力 ƒｓｂｉ以下であること。ただし，ƒｓｂｉは下表による。 

6. 機能維持評価

6.1 電気的機能維持評価方法 

機能維持評価用加速度と機能確認済加速度との比較により，地震

時又は地震後の電気的機能維持を評価する。 

機能維持評価用加速度は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの

作成方針」に基づき，基準地震動Ｓｓにより定まる加速度又はこ

れを上回る加速度を設定する。 

機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき

加振試験により確認した加速度を用いることとし，個別計算書に

その旨を記載する。 

7. 耐震計算書のフォーマット

7.1 直立形計装ラックの耐震計算書のフォーマット 

直立形計装ラックの耐震計算書のフォーマットは，以下のとおり

である。 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

フォーマットⅠ 設計基準対象施設としての評価結果

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果

・記載の相違

【柏崎７】 

 島根２号機では，他の

項目との整合を考慮し

て，評価項目を記載しな

い 

・記載の相違

【東海第二】 

②の相違

・記載の充実

【東海第二，柏崎７】 

⑦の相違

・記載の充実

【東海第二】 

 島根２号機では，記載

を充実させるため，加振

試験により確認した加

速度を用いる旨を個別

計算書に記載する 

（以下⑱の相違） 
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

〔重大事故等対処設備単独の場合〕 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果＊

7.2 壁掛形計装ラックの耐震計算書のフォーマット 

壁掛形計装ラックの耐震計算書のフォーマットは，以下のとおり

である。 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

フォーマットⅢ 設計基準対象施設としての評価結果

フォーマットⅣ 重大事故等対処設備としての評価結果

〔重大事故等対処設備単独の場合〕 

フォーマットⅣ 重大事故等対処設備としての評価結果＊

注記＊：重大事故等対処設備単独の場合は，設計基準対象施設及

び重大事故等対処設備に示すフォーマットⅡ及びⅣを使

用するものとする。ただし，評価結果表に記載の章番を

「2.」から「1.」とする。 

・記載の充実

【東海第二】 

 島根２号機では，壁掛

形における重大事故等

対処設備単独の場合を

想定し，フォーマットⅣ

を追加する 
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

○Ａ記載の充実 

【東海第二，柏崎７】 

島根２号機では，計装

ラックに設置される計

器番号を（）内に記載す

る 

○Ｂ記載の充実 

【東海第二，柏崎７】 

⑦の相違

○Ｃ記載の充実 

【東海第二，柏崎７】 

⑧の相違

○Ｄ記載の充実 

【東海第二】 

⑨の相違

○Ｅ記載の充実 

【東海第二】 

 島根２号機では，重心

位置を保守的な位置に

設定して評価する場合

は注記＊1を記載する 

○Ａ

○Ｂ
 ○Ｃ

○Ｄ

○Ｅ
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

 

○Ａ記載の相違 

【東海第二】 

②の相違

○Ｂ記載の充実 

【東海第二，柏崎７】 

⑦の相違

○Ｃ記載の充実 

【東海第二，柏崎７】 

⑧の相違

○Ｄ記載の相違 

【東海第二，柏崎７】 

⑩の相違

○Ａ
○Ｄ

○Ｃ

○Ａ

○Ｂ
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

・記載の相違

【東海第二】 

 島根２号機では，評価

の諸元となる外形図は，

評価単位で記載せず，耐

震計算書の最終ページ

に集約した記載とする 

（以下⑲の相違） 
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

○Ａ記載の相違 

【東海第二，柏崎７】 

 島根２号機では，重大

事故等対処設備単独の

場合の注記は 7．項に記

載しており，改めてフォ

ーマットに記載しない 

（その他比較結果はフ

ォーマットⅠと同様で

あるため，記載を省略す

る） 
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

（比較結果はフォーマ

ットⅠと同様であるた

め，記載を省略する） 
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

○Ａ記載の充実 

【東海第二】 

 島根２号機では，評価

を行う正面及び側面方

向に転倒方向を記載す

る 

○Ｂ記載の充実 

【東海第二】 

 島根２号機では，基礎

ボルト及び取付ボルト

のイメージを図示する 

○Ｃ記載の充実 

【東海第二】 

⑪の相違

○Ａ

○Ｂ

○Ｂ

○Ｃ
○Ｃ
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

○Ａ記載の充実 

【東海第二】 

島根２号機では，正面

方向及び側面方向転倒

に対する評価時の要目

のうち，重心からの距離

及びボルトの本数をそ

れぞれの転倒方向に分

けて記載する 

（以下⑳の相違） 

（その他比較結果はフ

ォーマットⅠと同様で

あるため，記載を省略す

る） 

○Ａ

○Ａ
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

（比較結果はフォーマ

ットⅠと同様であるた

め，記載を省略する） 
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

・記載の相違

【東海第二】 

⑲の相違
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

○Ａ記載の相違 

【東海第二，柏崎７】 

 島根２号機では，重大

事故等対処設備単独の

場合の注記は 7．項に記

載しており，改めてフォ

ーマットに記載しない 

（その他比較結果はフ

ォーマットⅢと同様で

あるため，記載を省略す

る） 
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

（比較結果はフォーマ

ットⅠと同様であるた

め，記載を省略する） 
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

（比較結果はフォーマ

ットⅡと同様であるた

め，記載を省略する） 
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先行審査プラントの記載との比較表（Ⅵ-2-1-14 機器・配管系の計算書作成の方法 添付資料-8 計器スタンションの耐震性についての計算書作成の基本方針） 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

添付資料-8 計器スタンションの耐震性についての計算書作成の

基本方針 
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 
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4. 固有周期

5. 構造強度評価

5.1 構造強度評価方法 
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7.1 直立形計装スタンションの耐震計算書のフォーマット 

7.2 壁掛形計装スタンションの耐震計算書のフォーマット 
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

1. 概要

本資料は，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」に基づき，耐震性に関

する説明書が求められている計器スタンション（耐震重要度分類

Ｓクラス又はＳｓ機能維持の計算を行うもの）が，十分な耐震性

を有していることを確認するための耐震計算の方法について記載

したものである。 

解析の方針及び減衰定数については，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の

基本方針」に従うものとする。 

ただし，本基本方針が適用できない計器スタンションにあっては，

個別耐震計算書にその耐震計算方法を含めて記載する。 

2. 一般事項

2.1 評価方針 

計器スタンションの応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」

にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3. 

評価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」で算出し

た固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収

まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認すること

で実施する。また，計器スタンションの機能維持評価は，Ⅵ-2-1-

9「機能維持の基本方針」にて設定した電気的機能維持の方針に基

づき，機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下であること

を，「6. 機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施す

る。確認結果を「7. 耐震計算書のフォーマット」に示す。 

計器スタンションの耐震評価フローを図 2－1に示す。 

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

②の相違

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

⑫の相違
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：図 2－1における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

図 2－1 計器スタンションの耐震評価フロー 

2.2 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 Ｊ

ＥＡＧ４６０１・補-1984（(社)日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（(社)

日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追

補版（(社)日本電気協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（(社)日本機械学会，

2005/2007）（以下「設計・建設規格」という。） 

・記載の相違

【東海第二】 

⑬の相違

・記載の相違

【東海第二】 

②の相違

・記載の相違

【東海第二】 

 島根２号機では，固有

周期を理論式で求める

場合は，個別耐震計算書

で説明する 
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：記号の説明における先行審査プラントの記載との主な相違

点
東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

2.3 記号の説明 

・記載の相違

【東海第二】 

③の相違

・記載の相違

【東海第二】 

 島根２号機では，計器

及び計器スタンション

の質量を計器スタンシ

ョンの質量と定義する 

・記載の充実

【柏崎７】 

⑭の相違

216



：表 2－1における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

2.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－1に示すとおりである。 

表 2－1 表示する数値の丸め方 

3. 評価部位

計器スタンションの耐震評価は「5.1 構造強度評価方法」に示す

条件に基づき，耐震評価上厳しくなる基礎ボルトについて評価を

実施する。 

4. 固有周期

計器スタンションの固有周期は，振動試験（加振試験又は自由振

動試験）にて求める。なお，振動試験により固有周期が求められ

ていない計器スタンションについては，構造が同等な計器スタン

ションに対する振動試験より算定された固有周期を使用する。

5. 構造強度評価

5.1 構造強度評価方法 

(1) 計器スタンションの質量は重心に集中しているものとする。 

(2) 地震力は計器スタンションに対して，水平方向及び鉛直方向

から作用するものとする。 

(3) 計器スタンションは基礎ボルトで床面及び壁面に固定され

ており，固定端とする。 

(4) 転倒方向＊は，図 5－1概要図（直立形）における正面方向及

び側面方向並びに図 5－2概要図（壁掛形）における正面方向及び

・記載の充実

【東海第二】 

④の相違

・記載の充実

【東海第二】 

⑤の相違

・記載の相違

【東海第二】 

⑮の相違

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

⑯の相違

・記載の相違

【東海第二】 

 島根２号機では，固有

周期を理論式で求める

場合は，個別耐震計算書

で説明する 
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：各図における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

側面方向について検討し，計算書には計算結果の厳しい方（許容

値／発生値の小さい方をいう。）を記載する。 

(5) 計器スタンションの重心位置については，転倒方向を考慮し

て，計算条件が厳しくなる位置に重心位置を設定して耐震性の計

算を行うものとする。 

(6) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

注記＊：計器スタンションの転倒方向は，計器スタンションを正

面より見て左右に転倒する場合を「正面方向転倒」，前方

又は後方に転倒する場合を「側面方向転倒」という。 

図 5－1 概要図（直立形） 

図 5－2 概要図（壁掛形） 

・記載の充実

【東海第二】 

⑭の相違

・記載の相違

【東海第二】 

代表的な概要図の相

違 
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：各図における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

5.2 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」

による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」

に基づき設定する。なお，壁掛形の計器スタンションの設計用地

震力については，設置床上下階のいずれか大きい方を用いる。 

5.3 計算方法 

5.3.1 応力の計算方法 

5.3.1.1 ボルトの計算方法 

ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによ

って生じる引張力とせん断力について計算する。 

図 5－3(1) 計算モデル 

（直立形 正面方向転倒－1(1－ＣＶ)≧0の場合） 

図 5－3(2) 計算モデル 

（直立形 正面方向転倒－2(1－ＣＶ)＜0の場合） 

・設計方針の相違

【東海第二】 

⑰の相違

・記載の充実

【東海第二】 

 島根２号機では，評価

部位である基礎ボルト

を計算モデルに図示す

る 

・記載の相違

【東海第二】 

 島根２号機では，直立

形の転倒方向を「正面方

向」又は「側面方向」と

記載する 

（比較結果は上記記載

の相違と同様であるた

め，以降図 5－5(2)まで

の比較は省略する） 
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：各図における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

図 5－4(1) 計算モデル 

（直立形 側面方向転倒－1(1－ＣＶ)≧0の場合） 

図 5－4(2) 計算モデル 

（直立形 側面方向転倒－1(1－ＣＶ)＜0の場合） 

図 5－4(3) 計算モデル 

（直立形 側面方向転倒－3 重心位置が両端のボルトの間にな

い場合で(ℓ２＋ℓ１)／(ℓ２－ℓ１)≧ＣＶの場合） 
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：各図における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

図 5－4(4) 計算モデル 

（直立形 側面方向転倒－4 重心位置が両端のボルトの間にな

い場合で(ℓ２＋ℓ１)／(ℓ２－ℓ１)＜ＣＶの場合） 

図 5－5(1) 計算モデル 

（壁掛形 正面方向転倒の場合） 
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：各図における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

図 5－5(2) 計算モデル 

（壁掛形 側面方向転倒の場合） 

(1) 引張応力

ボルトに対する引張力は，最も厳しい条件として，図 5－3，図 5

－4及び図 5－5で最外列のボルトを支点とする転倒を考え，これ

を片側の最外列のボルトで受けるものとして計算する。 

引張力 

計算モデル図 5－3(1)及び 5－4(1)の場合の引張力 

計算モデル図 5－3(2)及び 5－4(2)の場合の引張力 

計算モデル図 5－4(3)の場合の引張力 

計算モデル図 5－4(4)の場合の引張力 

計算モデル図 5－5(1)の場合の引張力 

計算モデル図 5－5(2)の場合の引張力 
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

引張応力 

ここで，ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

ただし，Ｆｂが負のときボルトには引張力が生じないので，引張応

力の計算は行わない。 

(2) せん断応力

ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計

算する。 

せん断力 

a. 直立形の場合

b. 壁掛形の場合

せん断応力 

5.4 応力の評価 

5.4.1 ボルトの応力評価 

5.3.1.1 項で求めたボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容

引張応力 ƒｔｓ以下であること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

せん断応力τｂは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力

ƒｓｂ以下であること。 

ただし，ƒｓｂは下表による。 
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

6. 機能維持評価

6.1 電気的機能維持評価方法 

機能維持評価用加速度と機能確認済加速度との比較により，地震

時又は地震後の電気的機能維持を評価する。 

機能維持評価用加速度は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの

作成方針」に基づき，基準地震動Ｓｓにより定まる加速度又はこ

れを上回る加速度を設定する。 

機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき

加振試験により確認した加速度を用いることとし，個別計算書に

その旨を記載する。 

7. 耐震計算書のフォーマット

7.1 直立形計器スタンションの耐震計算書のフォーマット 

直立形計器スタンションの耐震計算書のフォーマットは，以下の

とおりである。 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

フォーマットⅠ 設計基準対象施設としての評価結果

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果

〔重大事故等対処設備単独の場合〕 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果＊

7.2 壁掛形計器スタンションの耐震計算書のフォーマット 

壁掛形計器スタンションの耐震計算書のフォーマットは，以下の

とおりである。 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

フォーマットⅢ 設計基準対象施設としての評価結果

フォーマットⅣ 重大事故等対処設備としての評価結果

〔重大事故等対処設備単独の場合〕 

フォーマットⅣ 重大事故等対処設備としての評価結果＊

注記＊：重大事故等対処設備単独の場合は，設計基準対象施設及

び重大事故等対処設備に示すフォーマットⅡ及びⅣを使

用するものとする。ただし，評価結果表に記載の章番を

「2.」から「1.」とする。 

・記載の相違

【東海第二】 

②の相違

・記載の充実

【東海第二，柏崎７】 

⑦の相違

・記載の充実

【東海第二】 

⑱の相違
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

○Ａ記載の充実 

【東海第二，柏崎７】 

島根２号機では，計器

スタンションに取付け

られている計器番号を

（）内に記載する 

○Ｂ記載の充実 

【東海第二，柏崎７】 

⑦の相違

○Ｃ記載の充実 

【東海第二，柏崎７】 

⑧の相違

○Ｄ記載の充実 

【東海第二】 

⑨の相違

○Ｅ記載の相違 

【東海第二】 

 島根２号機では，直立

形の転倒方向を「正面方

向」又は「側面方向」と

記載する 

○Ｂ
 

○Ａ

○Ｃ

○Ｄ

○Ｅ
 

○Ｅ
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

○Ａ記載の相違 

【東海第二】 

②の相違

○Ｂ記載の充実 

【東海第二，柏崎７】 

⑦の相違

○Ｃ記載の充実 

【東海第二，柏崎７】 

⑧の相違

○Ｄ記載の相違 

【東海第二，柏崎７】 

⑩の相違

○Ｅ記載の相違 

【東海第二】 

⑲の相違

○Ｂ
 

○Ａ

○Ｃ

○Ｄ

○Ａ
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

○Ａ記載の相違 

【東海第二，柏崎７】 

島根２号機では，重大

事故等対処設備単独の

場合の注記は 7．項に記

載しており，改めてフォ

ーマットに記載しない 

（その他比較結果はフ

ォーマットⅠと同様で

あるため，記載を省略す

る） 
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

○Ａ記載の充実 

【東海第二，柏崎７】 

⑪の相違

○Ｂ記載の相違 

【東海第二】 

 島根２号機では，直立

形の転倒方向を「正面方

向」又は「側面方向」と

記載する 

（その他比較結果はフ

ォーマットⅠと同様で

あるため，記載を省略す

る） 

○Ｂ

○Ａ

○Ｂ○Ａ
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

○Ａ記載の充実 

【東海第二】 

⑳の相違

（その他比較結果はフ

ォーマットⅠと同様で

あるため，記載を省略す

る） 

○Ａ
○Ａ
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

（比較結果はフォーマ

ットⅠと同様であるた

め，記載を省略する） 
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

○Ａ記載の相違 

【東海第二，柏崎７】 

 島根２号機では，重大

事故等対処設備単独の

場合の注記は 7．項に記

載しており，改めてフォ

ーマットに記載しない 

（その他比較結果はフ

ォーマットⅢと同様で

あるため，記載を省略す

る）  
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

（比較結果はフォーマ

ットⅠと同様であるた

め，記載を省略する） 
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先行審査プラントの記載との比較表（Ⅵ-2-1-14 機器・配管系の計算書作成の方法 添付資料-9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針） 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

添付資料-9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針 
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

目次 

1. 概要

2. 一般事項

2.1 評価方針 

2.2 適用規格・基準等 

2.3 記号の説明 

2.4 計算精度と数値の丸め方 

3. 評価部位

4. 固有周期

5. 構造強度評価

5.1 構造強度評価方法 

5.2 設計用地震力 

5.3 計算方法 

5.4 応力の評価 

6. 機能維持評価

6.1 電気的機能維持評価方法 

7. 耐震計算書のフォーマット

7.1 直立形盤の耐震計算書のフォーマット 

7.2 壁掛形盤の耐震計算書のフォーマット 

234



：図 2－1における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

1. 概要

本資料は，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」に基づき，耐震性に

関する説明書が求められている盤（耐震重要度分類Ｓクラス又は

Ｓｓ機能維持の計算を行うもの）が，十分な耐震性を有している

ことを確認するための耐震計算の方法について記載したものであ

る。 

解析の方針及び減衰定数については，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の

基本方針」に従うものとする。 

ただし，本基本方針が適用できない盤にあっては，個別耐震計算

書にその耐震計算方法を含めて記載する。 

2. 一般事項

2.1 評価方針 

盤の応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した

荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3. 評価部位」

にて設定する箇所において，「4. 固有周期」で算出した固有周期

に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まること

を，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施す

る。また，盤の機能維持評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」

にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，機能維持評価用加

速度が機能確認済加速度以下であることを，「6. 機能維持評価」

にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「7. 耐

震計算書のフォーマット」に示す。 

盤の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

図 2－1 盤の耐震評価フロー 

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

②の相違

・記載の相違

【東海第二】 

⑫の相違

・記載の相違

【東海第二】 

⑬の相違

・記載の相違

【東海第二】 

②の相違
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

2.2 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥ

ＡＧ４６０１・補-1984（(社)日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（(社)

日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補

版（(社)日本電気協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（(社)日本機械学会，

2005/2007）（以下「設計・建設規格」という。） 
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：記号の説明における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

2.3 記号の説明 

・記載の相違

【東海第二】 

③の相違

・記載の相違

【東海第二】 

島根２号機では，ｍｉ

を「盤の質量」と記載す

る 

・記載の充実

【東海第二，柏崎７】 

⑭の相違
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：表 2－1における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

2.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－1に示すとおりである。 

表 2－1 表示する数値の丸め方 

3. 評価部位

盤の耐震評価は「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，

耐震評価上厳しくなる基礎ボルト及び取付ボルトについて評価を

実施する。 

4. 固有周期

盤の固有周期は，振動試験（加振試験又は自由振動試験）にて求

める。なお，振動試験により固有周期が求められていない盤につ

いては，構造が同等な盤に対する振動試験より算定された固有周

期を使用する。 

5. 構造強度評価

5.1 構造強度評価方法 

(1) 盤の質量は重心に集中しているものとする。

(2) 地震力は盤に対して，水平方向及び鉛直方向から作用するも

のとする。 

(3) 盤は取付ボルトでチャンネルベースに固定されており，固定

端とする。 

・記載の充実

【東海第二】 

④の相違

・記載の充実

【東海第二】 

⑤の相違

・記載の相違

【東海第二】 

⑮の相違

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

⑯の相違
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：各図における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

(4) チャンネルベースは基礎ボルト又は埋込金物で基礎に固定

されており，固定端とする。 

(5) 床面据付の盤の転倒方向は，図 5－1 概要図（直立形）にお

ける長辺方向及び短辺方向について検討し，計算書には計算結果

の厳しい方（許容値／発生値の小さい方をいう。）を記載する。壁

掛形の盤＊については，図 5－2 概要図（壁掛形）における正面方

向及び側面方向について検討し，計算書には計算結果の厳しい方

を記載する。 

(6) 盤の重心位置については，転倒方向を考慮して，計算条件が

厳しくなる位置に重心位置を設定して耐震性の計算を行うものと

する。 

(7) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

注記＊：壁掛形の盤の転倒方向は，盤を正面より見て左右に転倒

する場合を「正面方向転倒」，前方に転倒する場合を「側

面方向転倒」という。 

図 5－1 概要図（直立形） 

図 5－2 概要図（壁掛形） 

・記載の充実

【東海第二】 

⑭の相違

・記載の相違

【東海第二，柏崎７】 

 基礎ボルト及び据付

ボルトを評価する代表

的な概要図の相違 
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：図 5-3（1）における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

5.2 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」

による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」

に基づき設定する。なお，壁掛形の盤の設計用地震力については，

設置床上下階のいずれか大きい方を用いる。 

5.3 計算方法 

5.3.1 応力の計算方法 

5.3.1.1 ボルトの計算方法 

ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによ

って生じる引張力とせん断力について計算する。計算モデルは，

取付ボルトの場合を示す。 

図 5－3(1) 計算モデル 

（ベンチ形 短辺方向転倒(1－ＣＶ)≧0 の場合） 

・設計方針の相違

【東海第二】 

⑰の相違

・記載の充実

【東海第二】 

島根２号機では，計算

モデルは，取付ボルトの

場合を示す旨を記載す

る 

・記載の相違

【東海第二】 

 島根２号機では，転倒

の支点及び引張りを受

けるボルトについて，基

礎ボルト及び取付ボル

トを総称して「ボルト」

と記載する 

（比較結果は上記２件

の記載の相違と同様で

あるため，以降図 5－

4(4)までの比較は省略

する） 
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：各図における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

図 5－3(2) 計算モデル 

（ベンチ形 短辺方向転倒(1－ＣＶ)＜0 の場合） 

図 5－3(3) 計算モデル 

（ベンチ形 長辺方向転倒(1－ＣＶ)≧0 の場合） 
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：各図における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

図 5－3(4) 計算モデル 

（ベンチ形 長辺方向転倒(1－ＣＶ)＜0 の場合） 
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：各図における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

図 5－4(1) 計算モデル 

（直立形 短辺方向転倒(1－ＣＶ)≧0の場合） 
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：各図における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

図 5－4(2) 計算モデル 

（直立形 短辺方向転倒(1－ＣＶ)＜0の場合） 
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：各図における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

図 5－4(3) 計算モデル 

（直立形 長辺方向転倒(1－ＣＶ)≧0の場合） 
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：各図における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

図 5－4(4) 計算モデル 

（直立形 長辺方向転倒(1－ＣＶ)＜0の場合） 
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：各図における先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

図 5－5(1) 計算モデル（壁掛形 正面方向転倒の場合） 

図 5－5(2) 計算モデル（壁掛形 側面方向転倒の場合） 

・記載の相違

【東海第二】 

 島根２号機では，転倒

の支点及び引張りを受

けるボルトについて，基

礎ボルト及び取付ボル

トを総称して「ボルト」

と記載する 
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

(1) 引張応力

ボルトに対する引張力は，最も厳しい条件として図 5－3，図 5－4

及び図 5－5で最外列のボルトを支点とする転倒を考え，これを片

側の最外列のボルトで受けるものとして計算する。 

引張力 

計算モデル図 5－3(1)，5－3(3)，5－4(1)及び 5－4(3)の場合の引

張力 

計算モデル図 5－3(2)，5－3(4)，5－4(2)及び 5－4(4)の場合の引

張力 

計算モデル図 5－5(1)及び 5－5(2)の場合の引張力 

引張応力 

ここで，ボルトの軸断面積Ａｂｉは次式により求める。 

ただし，Ｆｂｉが負のときボルトには引張力が生じないので，引張

応力の計算は行わない。 

(2) せん断応力

ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計

算する。 

せん断力 

a. ベンチ形，直立形の場合
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

b. 壁掛形の場合

せん断応力 

5.4 応力の評価 

5.4.1 ボルトの応力評価 

5.3.1 項で求めたボルトの引張応力σｂｉは次式より求めた許容引

張応力 ƒｔｓｉ以下であること。ただし，ƒｔｏｉは下表による。 

せん断応力τｂｉは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応

力 ƒｓｂｉ以下であること。ただし，ƒｓｂｉは下表による。 

6. 機能維持評価

6.1 電気的機能維持評価方法 

機能維持評価用加速度と機能確認済加速度との比較により，地震

時又は地震後の電気的機能維持を評価する。 

機能維持評価用加速度は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの

作成方針」に基づき，基準地震動Ｓｓにより定まる加速度又はこ

れを上回る加速度を設定する。 

機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき

加振試験により確認した加速度を用いることとし，個別計算書に

その旨を記載する。 

・記載の相違

【東海第二】 

②の相違

・記載の充実

【東海第二，柏崎７】 

⑦の相違

・記載の充実

【東海第二】 

⑱の相違
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東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

7. 耐震計算書のフォーマット

7.1 直立形盤の耐震計算書のフォーマット 

直立形盤の耐震計算書のフォーマットは，以下のとおりである。 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

フォーマットⅠ 設計基準対象施設としての評価結果

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果

〔重大事故等対処設備単独の場合〕 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果＊

7.2 壁掛形盤の耐震計算書のフォーマット 

壁掛形盤の耐震計算書のフォーマットは，以下のとおりである。 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

フォーマットⅢ 設計基準対象施設としての評価結果

フォーマットⅣ 重大事故等対処設備としての評価結果

〔重大事故等対処設備単独の場合〕 

フォーマットⅣ 重大事故等対処設備としての評価結果＊

注記＊：重大事故等対処設備単独の場合は，設計基準対象施設及

び重大事故等対処設備に示すフォーマットⅡ及びⅣを使

用するものとする。ただし，評価結果表に記載の章番を

「2.」から「1.」とする。 
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

○Ａ記載の充実 

【東海第二，柏崎７】 

 島根２号機では，盤番

号を（）内に記載する 

○Ｂ記載の充実 

【東海第二，柏崎７】 

⑦の相違

○Ｃ記載の充実 

【東海第二，柏崎７】 

⑧の相違

○Ｄ記載の充実 

【東海第二】 

⑨の相違

○Ｂ

○Ａ

○Ｃ

○Ｄ

251



：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

○Ａ記載の相違 

【東海第二】 

②の相違

○Ｂ記載の充実 

【東海第二，柏崎７】 

⑦の相違

○Ｃ記載の充実 

【東海第二，柏崎７】 

⑧の相違

○Ｄ記載の相違 

【東海第二，柏崎７】 

⑩の相違

○Ａ
○Ｄ

○Ｃ

○Ａ

○Ｂ
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

・記載の相違

【東海第二】 

⑲の相違

253



：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

○Ａ記載の相違 

【柏崎７】 

 島根２号機では，重大

事故等対処設備単独の

場合の注記は 7．項に記

載しており，改めてフォ

ーマットに記載しない 

（その他比較結果はフ

ォーマットⅠと同様で

あるため，記載を省略す

る） 
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

（比較結果はフォーマ

ットⅠと同様であるた

め，記載を省略する） 
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

○Ａ記載の充実 

【東海第二】 

⑪の相違

○Ｂ記載の相違 

【東海第二】 

 島根２号機では，直立

形の転倒方向を「正面方

向」又は「側面方向」と

記載する 

 また，（）内に「長辺

方向」又は「短辺方向」

も記載する 

○Ａ
○Ａ

○Ｂ
○Ｂ

○Ｂ
○Ｂ
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

○Ａ記載の充実 

【東海第二】 

⑳の相違

（その他比較結果はフ

ォーマットⅠと同様で

あるため，記載を省略す

る） 

○Ａ

○Ａ
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

（比較結果はフォーマ

ットⅠと同様であるた

め，記載を省略する） 

258



：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

○Ａ記載の相違 

【柏崎７】 

 島根２号機では，重大

事故等対処設備単独の

場合の注記は 7．項に記

載しており，改めてフォ

ーマットに記載しない 

（その他比較結果はフ

ォーマットⅢと同様で

あるため，記載を省略す

る） 
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

（比較結果はフォーマ

ットⅠと同様であるた

め，記載を省略する） 
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：フォーマットにおける先行審査プラントの記載との主な相違点 

東海第二発電所（2018.10.12 版） 柏崎刈羽原子力発電所７号機 （2020.10.9 版） 島根原子力発電所 ２号機 備考 

（比較結果はフォーマ

ットⅡと同様であるた

め，記載を省略する） 
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